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 この報告は、第 23 期総合工学委員会原子力事故対応分科会原発事故による環境汚染調

査に関する検討小委員会、及びこれを継承する第 24期総合工学委員会原子力安全に関する

分科会原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会での審議結果を踏まえ、第 24

期総合工学委員会原子力安全に関する分科会において取りまとめ公表するものである。 
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国立研究開発法人 国立環境研究所 理事 
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本報告の作成にあたっては、小委員会のもとに設置した以下の２つのワーキンググループ
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委員長 伊藤 好孝  名古屋大学宇宙地球環境研究所教授 

幹 事 高橋 知之  京都大学複合原子力科学研究所准教授 

 柴田 徳思 （連携会員） 株式会社千代田テクノル大洗研究所長、東京大学名誉教授 

 

 

永江 知文 

浅沼 順  

（連携会員） 京都大学大学院理学研究科教授 

筑波大学アイソトープ環境動態研究センター教授 

 内田 滋夫  国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射

線医学総合研究所廃棄物技術開発研究チームリー
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 馬  文超  筑波大学アイソトープ環境動態研究センター研究

員 

 政池 明  京都大学名誉教授 
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要       旨 

 

１ 作成の背景 

日本学術会議総合工学委員会には、2011 年４月に原子力事故対応分科会が設置された。

同分科会に設置された事故調査分野、環境汚染調査分野の両小委員会の活動は、22期、23

期も継続され、第 24期は原子力安全に関する分科会に継承された。環境汚染調査に関して

は第 22期に、放射性物質の輸送沈着過程に関するモデル計算結果の比較に関する報告が取

りまとめられた。その後、小委員会では、第 22期に設置したデータアーカイブズに関する

ワーキンググループの活動を継承するとともに、第 23期に事故と環境情報の交流ワーキン

ググループを新たに設置した。本報告は、これらの活動を含め、小委員会が中心となって

取り組んできた事故由来の環境汚染の調査に関する報告を取りまとめたものである。 

 

２ 現状及び問題点 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により放射性物質が環境中に大量に放出され、さ

まざまな媒体に汚染が拡がる事態から、約 9年が経過した。この間、放射性物質の環境中

での動態解明や影響評価、除染や廃棄物処理など対応策に関する調査研究も進められ、成

果が蓄積された。これらは数多くの機関によって担われ、関連する学術分野や学協会も多

岐にわたり、環境汚染の調査研究の全貌を把握することは容易ではない。国際機関による

報告に対し国内機関による体系的な報告はなく、環境汚染の調査研究の俯瞰は困難だった。 

 

３ 報告の内容 

 本報告では、環境汚染に関する調査・研究が対象とする範囲やそれを担う主体や資金源

などを概観したうえで、主要分野ごとの調査研究の進展と課題を整理し、共通する課題と

教訓を明らかにした。また、それらの総括と具体的な提案を、以下の６項目にまとめた。 

 

(1) 事故進展解析分野と環境影響解析分野の連携 

放射性物質の放出量の時間変動は、主に環境中での測定結果からの逆解析で推計され

てきたが、短寿命核種については、事故後初期の実測データが極めて限られ、その時間

変化は炉内事象の進展に大きく依存する。環境影響の解析に求められる核種別の放出量

やその化学形態の経時変化の情報を事故進展解析コードのみから得ることは現時点で

は困難だが、環境中で観測された核種構成比や形態の変化の要因を推察するうえでは、

両分野の交流には大きな意義がある。事故時の環境放出の時系列的な解明においては、

炉内事象とともに、格納容器や建屋からの放出経路の解明が重要な課題と考えられる。 
 

(2) 事故からの経過時間に応じた環境動態モデルと環境モニタリングの必要性 

事故後初期の事象解明においては、大気拡散沈着モデル（ATDM）の国際比較がさらに

進展し、当時の事象を再現する新たな実測値も得られてきた。事故から数年以内には、

環境のさまざまな構成要素内とそれら相互間での放射性物質の中長期的な環境動態の
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実測調査とモデル化が、多くの機関による学際的な調査研究により進展し、膨大な環境

モニタリングの統計解析と経験式に基づく空間線量率の将来予測モデルの開発も行わ

れた。緊急事態への対応として開始されたモニタリングが縮小傾向にある中、科学的な

事象解明に不可欠な情報を得るためのモニタリングの継承が喫緊の課題である。 

 

(3) 情報や試料の散逸防止のための長期にわたる組織的対応 

一元的な集約が進む公的機関所管のモニタリングデータに対し、研究者や個人・民間

によるデータは、一元的集約や保全を行う仕組みが無く散逸が懸念される。これらにつ

いてもデータの収集と保全を組織的に行う恒久的な体制が必要である。その端緒として、

官民学全ての測定データの所在についてメタ情報から検索できるメタデータベース構

築が進められている。また、環境試料についても有用な試料の利用機会確保と散逸防止

のため、保管体制の確立と不要な試料の処分に関する法律・制度の整備が急務である。 

 

(4) アカデミアと行政機関との連携と役割分担 

原子力施設の緊急時、アカデミアの構成員は、行政機関からの要請に応じて専門家と

して行政の対応策に参画することもあり得る。一方、アカデミアとしての独立性、中立

性及び自律的な情報発信を確保し、かつ自由な発言と発想を担保することは、緊急時に

おける迅速かつ適切な対応や、発信情報の信頼性確保のために重要である。併せて、長

期的・人類的観点から学術の対象として捉えることも、アカデミアの使命である。アカ

デミアと行政が連携し、情報や要請が迅速かつスムースにつながる仕組みと、研究者が

長期にコミットできる体制作りや、緊急時に利用できる研究費整備が必要である。 
 

(5) 放射線教育の重要性 

今回の事故で明らかになったのは、社会としての放射線に関連した知識の欠如である。

放射線の知識を広めることは国の重要な役割であり、放射線に関する系統的な教育を学

校教育の中に定着させることや、大学の総合教育として、学部･学科によらず全ての学

生が履修できる環境放射線について学ぶ講義を行うことが必要である。このような施策

を実現するべく、関連学協会から文部科学省等に具体案を提案することが求められる。 
 

(6) 研究の進展の全貌把握、横断的解析と当事国としての環境汚染調査報告の必要性 

事故調査に関し複数の報告があるのに対し環境汚染については一元的な動きはみら

れず、第 22期提言の一つ[5]は、分野及び府省横断的な取り組みの必要性を指摘してい

た。各分野で調査研究が進展し多くの成果が得られたが、多岐にわたる研究成果の全貌

把握は容易ではなく、環境汚染調査と健康調査の連携など、横断的解析は未だ十分とは

いえない。事故後 10 年を迎えるにあたり、事故の環境影響の全貌が把握できるよう、

包括的かつ緻密な報告を当事国としてまとめることが課題である。さらに、長期にわた

る環境汚染調査や実際に放射線のあるフィールドで研修を行うことを可能とすべく、一

部地域では環境の改変を実施しないことを提案する。



 
 

 

目     次 

 

１ はじめに .................................................................. 1 
２ 環境汚染調査の範囲と本報告の主対象 ........................................ 2 
(1) 漏出・放出から影響の行き着く先までの経路、段階 ......................... 2 
(2) 時間スケール .......................................................... 2 
(3) 空間スケール .......................................................... 2 
(4) 調査研究を担う機関・学術分野、関連する研究資金、成果の発表先 ........... 3 
① 事故由来の環境汚染の調査研究を担う機関 ................................. 3 
② 関連する学術分野と成果の発表先......................................... 3 
③ 調査研究のための競争的資金 ............................................ 4 

(5) 環境汚染調査の対象段階、主な研究主体、本報告の主対象の関係 ............. 4 
３ 主要分野ごとの環境汚染調査の進展と課題 .................................... 5 
(1) 炉内事象と環境放出の関連性 ............................................ 5 
(2) 事故後初期の事象とくに大気経由の輸送と初期被ばく ....................... 6 
① 大気移流拡散沈着モデル(ATDM)の相互比較の進展 ........................... 6 
② 事故後初期の大気中放射性核種濃度の実測による再現の進展 ................. 6 
③ 初期被ばくの解明における環境動態解析と線量評価の連携 ................... 7 
④ 不溶性セシウム微粒子の発見と性状解明の進展 ............................. 7 

(3) 地表沈着量、空間放射線量率の地理的分布と線量率の推移 ................... 8 
(4) 陸域における環境動態 ................................................. 10 
(5) 海洋における環境動態 ................................................. 11 
(6) 環境汚染と健康影響 ................................................... 12 
① 福島県の県民健康調査 ................................................. 12 
② 環境汚染調査と被ばく線量評価 ......................................... 12 
③ 他の被ばく事故などでのがんの原因調査 .................................. 12 
④ 福島の調査で必要なこと ............................................... 12 

(7) 汚染された地域の環境回復と復興に向けた取り組み ........................ 13 
４ 環境汚染調査に関連する分野の課題と教訓 ................................... 14 
(1) 環境汚染に関する情報の収集と蓄積...................................... 14 
① 事故当初からの測定データと蓄積の状況 .................................. 14 
② 学術会議におけるデータアーカイブ活動 .................................. 15 
③ 測定試料のアーカイブ問題 ............................................. 15 
④ 今後の展望と問題点 .................................................. 16 

(2) アカデミアと行政機関との連携の重要性 .................................. 16 
① 事故初期の環境汚染状況の把握を目的としたアカデミアの動き .............. 16 
② アカデミアと行政機関の連携のあり方 .................................. 17 



 
 

(3) 放射線教育の重要性 ................................................... 17 
５ 報告の総括 ............................................................... 19 
(1) 事故進展解析分野と環境影響解析分野の連携 .............................. 19 
(2) 事故からの経過時間に応じた環境動態モデルと環境モニタリングの必要性 .... 19 
(3) 情報の散逸防止のための長期にわたる組織的対応 .......................... 19 
(4) アカデミアと行政機関との連携と役割分担 ................................ 20 
(5) 放射線教育の重要性 ................................................... 20 
(6) 研究の進展の全貌把握、横断的解析と当事国としての環境汚染調査報告の必要性

 20 
＜参考文献＞ ................................................................. 21 
＜参考資料１＞第 24 期の小委員会の開催経過と分科会における本報告に関する審議経過

 ............................................................................. 30 
＜参考資料２＞本文中の主な略語、専門用語 ..................................... 31 
＜参考資料３＞環境汚染調査に関する資料、図表 ................................. 34 
 



 1 

１ はじめに  
2011年３月11日14時46分に発生した東北地方太平洋沖地震とこれに伴う大津波によっ

て、東京電力福島第一原子力発電所（以下１Fと表記）は全電源を喪失して稼働中の3基の

原子炉が炉心溶融に至り、大量の放射性物質が環境中に放出された。発災当時は日本学術

会議第21期にあたり、発災１週間後に幹事会声明[1]、その後４月15日にかけ六次にわたる

緊急提言が発出された。第二次提言 [2]は、放射性物質による環境汚染に着目し、地表の

表面汚染、空気中放射能濃度、地表の放射線量率、住民の被ばく線量等について、大規模

調査の必要性と大学等の協力を得て早急に実施すべきことを提言した。８月の第七次提言

[3]では、広範囲にわたる放射性物質の挙動の科学的調査の長期的・継続的な解明、調査結

果の統一フォーマットでのデータベース化・全世界の研究者への公開を提言した。 

第22期では東日本大震災復興支援委員会が設置され、災害に強いまちづくり分科会、産

業振興・就業支援分科会と並んで、放射能対策分科会が設置された。同分科会は、放射能

による環境汚染を主な審議対象とするもので、2012年4月に第一の提言[4]、2014年9月に第

二の提言[5]が発出された。これら以外にも、東日本大震災、原発事故に関連する日本学術

会議からの提言、報告は多数にわたる。その主なものを参考表１に示す。 

総合工学委員会においては、事故後間もない 2011 年４月に原子力事故対応分科会が設

置された。同分科会に設置された福島第一原発事故調査に関する小委員会（以下、「事故調

査小委員会」、原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（以下、「環境汚染調査

小委員会」）の活動は 22、23期も継続され、第 24期は原子力安全に関する分科会に継承さ

れた。環境汚染調査小委員会は 2011年５月に設置提案されたもので、原発事故に伴って環

境中に放出された放射性物質に関するさまざまな調査結果について、各分野の専門家によ

る検討を行い、対策に必要な調査項目の選定、放射性物質の挙動に関するモデルに対する

課題の抽出、公開データが公表された場合の社会に対する影響の大きさと公開の手続きの

あり方などを検討するために設けられた。第 22期には、放射性物質の輸送沈着過程に関す

るモデル計算結果の比較に関する報告[6]が取りまとめられた。その後、小委員会では、第

22期に設置した東京電力福島第一原子力発電所事故に関連する放射線・放射能測定データ

アーカイブズワーキンググループ（WG）の活動を継承するとともに、第 23期に事故と環境

情報の交流 WGを新たに設置した。本報告は、これら２つの WG活動を含む小委員会の活動

成果の報告である。 

１F 事故による環境汚染に関しては、事故後初期には十分な実態把握が困難な状況もみ

られたが、事故から約 9年が経過する中で、放射性物質の環境中での動態解明や影響評価、

除染や廃棄物処理といった対応策などに関する調査研究が精力的に進められ、成果が蓄積

されてきた。これらの調査・研究は、数多くの機関の専門家によって担われ、関連する学

術分野は多岐にわたり、関連する学協会も数多い。このため、事故由来の放射性物質に関

して、その全貌を把握することは今でも容易ではない。UNSCEAR[7]-[10]、IAEA[11]などの

国際機関による報告がある一方、国内機関による体系的な報告がなされていないことを踏

まえ、１F 事故による環境汚染の調査研究の進展を俯瞰し、今後に向けた課題や提案を整

理することが必要との問題意識のもとに、本報告をとりまとめたものである。 
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２ 環境汚染調査の範囲と本報告の主対象 

(1)  漏出・放出から影響の行き着く先までの経路、段階 

1F事故では、原子炉圧力容器(RPV)、格納容器(PCV)等の損傷によって、原子炉から環

境中への放射性物質が放出された。最大の放出先は大気であり、海への放出がこれに次

ぐ。大気中に放出された放射性物質は、風で運ばれ、降水（雨、雪）や霧などとあいま

って一部は地表に沈着し、一部は海面に降下する。また、陸地に降下した放射性物質の

一部も河川や湖沼などを介して海に達し、これらは、海への直接放出分とともに、海洋

中を拡散する。地表は森林、農地、市街地など多様な用途で利用されており、それらの

場所を形成する生態系の働きや、地表を形成する土壌や人工的な表面被覆の性質の影響

を受けながら、環境媒体間を移動し、あるいは同じ場所に長くとどまる。 
これら環境中での放射性物質の分布や挙動が本報告でいう環境汚染調査の主対象で

あるが、人の健康、生活や生業への影響を考えるうえでは、呼吸、飲料水や農林水産物

などを介する放射性物質の摂取経路、沈着した放射性物質の除染やこれに伴う除去土壌

や廃棄物の輸送、保管、処理処分など、人との接点に強い関心が注がれる。 
本報告では、原子炉からの漏出・放出から、影響が行き着く先までの一連の過程を視

野に入れる。但し、漏出・放出の要因となる炉内の事象、収穫後の農産物の検査や流通、

環境から除去後の廃棄物・土壌の処理処分技術、人の摂取後の体内動態や影響など、「環

境」と密接に関わりつつも、環境中での汚染事象そのもの以外については、簡潔なレビ

ューや環境汚染との関わりの記述にとどめる。 
 

(2)  時間スケール 

本報告では、事故後初期の事象、事故後から現在までの経過を主対象とするが、森林

生態系における物質循環や、137Cs の半減期（約 30.2 年）を考慮すれば、少なくとも数

十年スケールにわたる長期的推移についても視野に入れる必要があることに留意し、今

後、中長期にわたって継続すべきモニタリングや調査研究についても触れる。 

 

(3)  空間スケール 

事故による環境汚染は、原子力発電所の敷地内（サイト内）、中間貯蔵施設用地など

サイト近傍、帰還困難区域などの汚染度の高い地域、福島県内外の除染が行われるレベ

ルに達した地域、除染には至らなかったが一定レベル以上の放射性物質で汚染された廃

棄物の発生した地域など、東日本の広い範囲に及んでいる。さらに、全球規模での大気

中の輸送や、太平洋広域での輸送を経た、世界規模での事故由来の放射性物質を対象と

する研究も事故後初期から行われ、環境放出量の逆解析などに活用されている。一方、

サイト内やサイト近傍の環境汚染状況も学術調査上重要な意味を持つと考えられるが、

廃炉、土壌・廃棄物の貯蔵などのため、既に大きく改変されており、立ち入りの制約な

どから調査研究対象としては限定的となっている。あらためて研究取り組みが望まれる。 
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(4)  調査研究を担う機関・学術分野、関連する研究資金、成果の発表先 

① 事故由来の環境汚染の調査研究を担う機関 
環境汚染の調査研究のように、営利性が低く公益性の高い分野の学術調査研究は、

主に公的機関や大学によって担われている。原子力・放射線利用に関連する人や環境

への影響を１F 事故以前から扱ってきた国立の試験研究機関には、日本原子力研究開

発機構(JAEA)と放射線医学総合研究所 1とがある。また、大気圏内核実験の時代より

農林水産省（水産庁を含む）、国土交通省（気象庁を含む）、厚生労働省、防衛省など

で、放射能調査が、さらには地方自治体においても実施されてきた。ただし、１F 事

故以前には、法体系上、放射性物質は、広い意味での環境汚染に関する調査研究、公

害・環境行政、廃棄物行政の対象から除外されてきた。１F 事故後生じた諸問題対応

のため、環境汚染一般を主な対象としてきた国立環境研究所(NIES)をはじめとして、

経済産業省、前記農林水産省、国土交通省、厚生労働省など多くの官庁の傘下の研究

機関でも１F事故由来の環境汚染に関する調査研究が開始された。JAEAでは、事故直

後の調査研究は東海地区を中心とした諸部門で担われたが、その後、１F 事故関連の

部門が福島研究開発部門に再編され、環境汚染は現在、福島環境安全センターが主に

担当している。同センター、NIES福島支部、福島県の三者は、三春町に新設された福

島県環境創造センター2にて連携して調査研究を進めており、2015年度から 10か年の

中長期取組方針の第 2フェーズに移行した。米の全袋検査が実施された福島県をはじ

め、地方自治体の環境、農林水産関連などの調査研究機関も重要な担い手の一つであ

る。 

② 関連する学術分野と成果の発表先 
分野を問わず、大学が学術的な調査研究の担い手であることはいうまでもない 3。神

田[12]によれば、１F事故関連の研究や放射線教育に対する外部競争的資金に採択され

た大学数は、国公立 27、私立 12にのぼる。また、１F事故の環境汚染調査を担った大

学アカデミアの属する分野も多岐にわたる。原子力工学、放射線医療など原子力・放

射線利用に関わる分野、放射線教育を担う分野、天然、人工両面で放射性核種を扱う

放射化学、汚染物質一般を扱う環境科学などがその例である。文部科学省・日本学術

振興会による科学研究費補助金（以下科研費と表記）の現行の審査区分において、「放

射」という語を区分名やキーワードに含む区分を抽出して参考表２に示す。 

成果の発表先となる国内学会は、日本原子力学会、日本保健物理学会、アイソトー

プ・放射線研究発表会など、旧来からの原子力・放射線分野と、環境学や物質の計測・

分析に関する分野がある 4。国際誌では、Journal of Environmental Radioactivity

                                            
1 2016 年に量子科学技術研究開発機構に再編され、現在は同機構量子医学・医療部門の一部。 
2 モニタリング、調査研究、情報収集・発信、教育・研修・交流を行うための総合的な拠点として 2016 年に設置。 
3 大学においても、いくつかの組織設置が行われた。筑波大学アイソトープ環境動態研究センターは、 2012年 12月に設

立され、アイソトープ基盤研究部門、放射性物質環境移行部門、環境動態予測部門の 3部門で，環境中の放射性物質の移

行，環境動態予測を行っている。福島大学においては，2013年 7月に環境放射能研究所が設立され，森林、河川、湖沼、

海洋等の環境における放射性核種の動態に関する基礎的ならびに応用的研究を行うことを目的にしている。 
4 「環境」と「放射能」の両者を冠した学会として、1999 年の JCO 事故を契機に発足した環境放射能研究会、事故後発
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で特集が複数回組まれるなど、１F 事故関連の論文が専門誌に多く掲載され、

Scientific Reports などのオープンアクセス誌も主要な発表先となっている。事故関

連の多数の書籍のうち、環境汚染に関する科学的なものは限られるが[13]-[16]、環境

汚染調査小委員会の複数の委員が編者として関わり、広範な内容をカバーした書籍

[17]が刊行され、英語版[18]により世界的にも知見と教訓が発信されたことが特筆さ

れる。 
③ 調査研究のための競争的資金 
大学での調査研究では、科研費が代表的な財源である。このうち１F事故に直結する

最も大規模な課題として、新学術領域研究（研究領域提案型）「福島原発事故により放

出された放射性核種の環境動態に関する学際的研究（2012-2016年度、代表：恩田裕一

筑波大学教授）がある。同課題は、４項目各２班の計８班（大気物理、大気陸面、海

洋、海洋生物、陸域移行過程、陸域生態、化学形態、測定技術開発）の分野横断的な

研究チームによる計画研究と、第１期（2013-14年度）、第２期（2015-16年度）各 11

課題計 22課題の公募研究から構成された。若手育成策を組み入れ、研究期間の後半に

は、計画班が分野を超え連携する連携研究課題が実施された。この大型研究の後継的

な活動として、共同利用・共同研究拠点事業「放射能環境動態・影響評価ネットワー

ク共同研究拠点（以下、「共同研究拠点」5が文部科学大臣の認定を受け、平成 31年度

から活動を開始している。前述の集計[12]では、これら２事業のほか、文部科学省の

計５事業、原子力規制委員会の２事業、環境省による原子力災害影響調査等事業の計

８事業が対象だが、これら以外の競争的資金も１F事故由来の環境問題に関する研究の

資金源となっている。科学技術振興機構（JST）の先端計測分析技術・機器開発プログ

ラムの放射線計測領域、環境再生保全機構（環境省所管）が配分する環境研究総合推

進費などがその例である。また、財団による環境研究助成[19]で、「東日本大震災や放

射能汚染などの原発事故に関わる研究も歓迎」と特記された例もある。 

 
(5)  環境汚染調査の対象段階、主な研究主体、本報告の主対象の関係 

以上に示した本報告の主対象について、2014 年の東日本大震災復興支援委員会放射能

対策分科会の第二次提言に掲載された図をもとに、参考図１に示す。 

                                                                                                                                          
足した環境放射能除染学会の例がある。 
5 筑波大学アイソトープ環境動態研究センター、福島大学環境放射能研究所、弘前大学被ばく医療総合研究所、日本原子

力研究開発機構福島研究開発部門福島環境安全センター、量子科学技術研究開発機構量子医学・医療部門高度被ばく医療

センター福島再生支援研究部、国立環境研究所福島支部が参画。 
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３ 主要分野ごとの環境汚染調査の進展と課題 

(1)  炉内事象と環境放出の関連性 

１F事故では、地震発生後直ちに原子炉の運転を停止し、非常用ディーゼル発電機が稼

働し、残留熱の除去が続けられた。しかし、巨大津波ですべての電源を失い、最終的に

は３基の原子炉のすべてが冷却不全により、炉心溶融に至った。その結果、原子炉燃料

体に閉じ込められていた大量の 131I，134Cs，137Csなどの放射性核分裂生成物（FP）が原子

炉内に放出され、その一部が環境に放出されるに至った[20]。FP の環境への放出は、定

性的には事故の進展プロセスと対応して説明づけられている。しかし、各号機から環境

への定量的な放出量評価には、シビアアクシデント（SA）解析コードによる解析が不可

欠である。SA 解析コードは、事故時のソースターム評価のために世界各国、各機関で開

発されている。１F 事故以降、OECD/NEA（経済協力開発機構原子力機関）を中心に SA 解

析コードのベンチマーク評価が実施され、主要 SA解析コードの妥当性が評価された。こ

れまでに、事故発生から炉心溶融に至る一連のプロセスの解析結果は詳細に評価されて

おり、プロセスモニタに残された温度、圧力、水位などの測定記録との比較で、主要な

SA解析コードによる解析結果は比較的妥当な範囲で一致することが示された[21]。 

FP が燃料から原子炉圧力容器、格納容器、原子炉建屋－いわゆる多重障壁を破り環境

へ放出されるプロセスは、ガス、蒸気、水の移行挙動で決まり、これらは SA解析コード

による各領域の温度、圧力の分布に基づき計算される。したがって FPの環境への放出量

の評価精度は、SA 解析コードの精度に依存する。例として、原子炉での温度、圧力、蒸

気の流れを可能な限り機構論的に解析することが特徴である SAMPSON コードを用いた FP

の環境への放出量解析[22]につき述べる。SAMPSON コードでは RPV、PCV 及び原子炉建屋

を 40 余の領域に分けて熱流動特性、炉心変形を求め、さらに FP 移行の各計算モジュー

ルによりまず、各領域の温度、圧力、領域間の蒸気の移行量を得て、各領域の FP 濃度、

領域間の FP移行量が計算される（参考図 2）。 

FPの移行量評価に際しては、対象 FPの化学形態が重要である。ガス状あるいはエアロ

ゾル状で気中に浮遊するもの、水に溶けやすいもの、構造材の表面に沈着し易いものな

ど、同じ FP核種でも化学形態により異なる挙動を示す。これまでの事故時のヨウ素、セ

シウムの挙動評価では、CsI、CsOHという安定、平衡な化学形態が想定されてきた。しか

し、欧州の Phèbus FP プロジェクトでの実燃料を用いたモックアップ実験では非平衡の

状態の Cs2MoO4、I2、HOI、HIなどの影響が無視できないことが確認された。これら非平衡

状態の Cs2MoO4、I2、HOI、HIを追加して FP移行と環境への放出量が解析された。残念な

がら、現状では原子炉及び PCV内の FP挙動解析結果の妥当性を評価できる実測値がなく、

結果の妥当性確認が難しい。一方、ヨウ素、セシウムを主とする FP核種の環境への放出

量としては、WSPEEDI（世界版緊急時環境線量情報予測システム）を用いた環境データか

ら逆推論で求めた報告がある。 

FPの環境への放出プロセスには、i)ベント時に圧力抑制プール（S/C）からスタックを

通した放出、ⅱ)PCV からフランジ部のシール部、原子炉建屋を通した放出、あるいは

ⅲ)PCVの損傷した部位を経て原子炉建屋を通した放出など、様々な経路が想定されるが、
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機器損傷箇所、その程度などを定量的に評価できるデータが乏しく、その評価は今後の

プラントの実態調査を待たざるを得ない。そこで、比較的放出経路が単純な 1 号機の初

期ベント時の放出を中心に解析し、WSPEEDIの結果と比較が行われた（参考図 3）。SAMPSON

コードによる Csの解析結果は WSPEEDI評価値より一桁近く小さな値を示した。そのため、

ベント時に CsOHなどサプレッションプール水中に溶解した成分がミストとして放出され

るプロセスなど、さらにきめ細かなプロセスを加えることが重要で、現在モデルの改良

が進められている。甲状腺被ばくの点で重要度の高いヨウ素については、高い評価精度

が求められる。現状、ヨウ素放出量は妥当な誤差範囲として容認できる範囲の値を示し

た。単体のヨウ素放出が過大評価の要因だが、非平衡の化学形態評価の詳細化とも併せ

て、解析精度向上の努力が必要である。 

さらには、２、３号機からの環境放出量は、主要な機器の損傷について詳細な評価が不

可欠で、定量的な放出量評価は今後の課題である。また、SA 解析コードそのものの精度

向上は、事故調査小委員会とも連携して、進めることが肝要である。 

 

(2)  事故後初期の事象とくに大気経由の輸送と初期被ばく 

① 大気移流拡散沈着モデル(ATDM)の相互比較の進展 

大気への放出から地表への沈着に至る過程を記述する ATDM)は、本報告が主対象と

する環境中の放射性物質の動態、とくに事故後初期の事象の解明において重要な役割

を果たす。第 22期の小委員会報告[6]では、大気輸送モデルの比較が、９個の領域モ

デルと６個の全球モデルについて行われた。国内外の機関の参画を得たモデル間の比

較はその後も継続され、用いる気象場と放出量の経時変化（ソースターム）を揃えた

比較[23]に発展した。第 22期報告のモデル間比較では、全球大気中の滞留量、地表沈

着量、それらの物質収支とともに、大気中濃度実測値との比較も行われたが、その時

点では比較可能な地点が限られた。その後、大気中の浮遊粒子状物質(SPM)の常時監視

測定局の使用済みテープ状ろ紙の測定を利用した東日本の約 100地点の 134Cs，137Cs濃

度の連続測定値に関する研究成果[24]-[25]が公表され、ATDM による成果と組み合わ

せて、参考図 4に示すように多くの放射性プルームの挙動が明らかにされた[26]。こ

のことで、従来は困難だった大気中濃度の放射性物質濃度の ATDMの再現性検証が可能

となり、７機関の参画によるモデル間比較が行われた[27]。 

② 事故後初期の大気中放射性核種濃度の実測による再現の進展 
その後、１F から 20 km 圏にある２地点の測定結果[28]が公表されたことで、近距

離での放射性プルームの挙動がより詳細に明らかとなった。放出時刻の逆推計など、

ソースタームの精度向上にも有用と考えられる。さらに、放射性セシウムの測定に加

え、大気粉塵の採取試料中の長半減期核種 129I が質量分析により定量可能なことが報

告[29]された。甲状腺被ばくの観点から注目される 131I は半減期が約 8日と短く、事

故後の実測地点が限られ、時空間地域分布を知ることが困難だったが、事故直後の大

気中 131I の地域分布再現に新たな可能性が生まれた。また、事故直後の大気中 131I 実

測値の総合解析[30]から、131I：137Csの事故後初期の放射能比は、多くの地点、日時で
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炉内インベントリ比に近い約 10:1（3月 11日に半減期補正）であったが、これに比べ

て 131Iをより多く含むプルームが存在したことも明らかにされた。 

一連の測定値から新たに得られた主な知見を以下に示す。 

・１F近傍の大気汚染測定局のろ紙分析から、１F北方向、南方向の両方において、断

続的に多くのプルームが通過したことが再確認された。 

・大気中 137Cs濃度の最大値は、原発北西約 3 kmの地点において３月 12日 14-15時に

観測された 13,600 Bq/m3であり、1号機水素爆発よりも前の時間帯である。 

・この高濃度プルームは、１F 北西～北方向で避難が完了していなかった地域も通過

した可能性が高く、呼吸由来の内部被ばく線量の推計で考慮される必要がある。 

③ 初期被ばくの解明における環境動態解析と線量評価の連携 
UNSECARによる 2013年報告[7]においても、ATDMを用いた被ばく線量推計が行われ

たが、初期の観測データの不足から、大きな不確実性があることが指摘されていた。

その後の 2015-2017年白書[8]-[10]では、①、②に示した分野の調査研究の進展が、

不確実性の改善に貢献することへの期待が記載されている。被ばく線量評価は、主に

2.(4)③で示した環境省の原子力災害影響調査等事業により、「東京電力福島第一原子

力発電所事故における住民の線量評価に関する包括研究」（平成 26～28年度）及び「事

故初期の内部被ばく線量評価の精緻化に関する包括的研究」（平成29～30年度）がJAEA、

放射線医学総合研究所等の参画のもとで実施され[31]、ATDMに基づく代表的な避難シ

ナリオ別の甲状腺内部被ばく線量の推計も実施されてきた。最新の成果[32]では、事

故直後の避難行動記録をもとにした７市町村別の内部被ばく線量推計結果が示されて

いる。一方、上記①、②で示した大気中の浮遊粒子状物質の実測結果と ATDMの計算結

果を利用した別の研究グループによる推計結果[33]も示され、後に(6)で述べる健康影

響の疫学的解析の深化につながる研究の進展が見られた。 

④ 不溶性セシウム微粒子の発見と性状解明の進展 
3.(1)で示したとおり、従来の事故解析では、セシウムの主たる放出形態は CsI ま

たは CsOHが想定されていた。これらの化学形態であれば水溶性だが、事故後初期に茨

城県つくば市で大気試料を採取したろ紙から、イメージングプレートや電子顕微鏡に

よる観察により、比放射能が高く、不溶性の微粒子（代表的な粒径は 2 µm程度）が発

見された[34]。球状であることからセシウムボールと名付けられ、大気試料だけでな

く、河川水、土壌などさまざまな媒体についての調査研究が進んだ。一方、比放射能

はこれより数桁低いが、粒径が数十～数百 µm で、１粒子あたりの放射能が最大で

10,000 Bq を超える不定形状の不溶性粒子も発見された。便宜上、これを B タイプ、

当初発見されたものを A タイプと呼び区別されている。A タイプで非球状のもの、B

タイプで球状のものもその後見つかり、現在は CsMPとの表記が用いられる。134Cs：137Cs

の放射能比から、Aタイプは 2号または 3号機由来、Bタイプは 1号機由来と考えられ

る。発見後早期から、A タイプはガラス構造であること、セシウム以外の多くの金属

元素を含むことなどが報告されたが、その後、性状の解明が深められ[35]、地表沈着

量に占める CsMPの割合が１Fからの方位別に異なること[36]などから、3月 14-15日
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にかけての特定の放射性プルームにのみ含まれていたと考えられている。 

この SiO2を主材としたガラス状で高比放射能の Csを含む微小粒子は、1F事故発生

以前には想定されておらず、チェルノブイリ事故の知見の想定範囲外にある。シリカ

ガラスなので環境や人体中で比較的長期に安定に存在でき、不均一なβ線照射を引き

起こすことから影響評価上重要なばかりでなく、原子炉内部から適切な試料を得られ

ない現状から、炉内事象の解明に関し極めて重要な証拠物となっている。すなわち、

廃炉手法や廃炉安全の確立（燃料デブリの回収、炉内除染、作業員や周辺の安全確保

等）に関しても重要な知見を与える可能性が大きい。しかし、Puをはじめα放射体の

含有量に関した情報が少なく、知見の蓄積に務めて廃炉作業に係るリスク評価へ寄与

することが必要である。放射性微粒子に関する解明は１F 事故後９年間で徐々には進

捗したが、放出時期及びその放出源（号炉）との関係、発生メカニズム、精度よい放

出量評価、沈着した Csの水溶性―非水溶性の割合等について究明の余地が大きい。現

状、一粒子毎に分離作業を進める分析法しかなく、バルク的な分離法が確立されてい

ない。多大な労力と予算を投入してでもバルク分離法の開発が待ち望まれるし、開発

が達成されれば廃棄物減容や効率的除染にも寄与できるため、継続的な研究が求めら

れる。また、放射性微粒子は最近の実験知見などに基づけば、環境中でのウェザリン

グにより Csが徐々に溶脱、あるいは本体が徐々に溶解消失すると想定される。しかし、

自然界での消失過程自体は確認・観察されておらず、現状その取り組みもない。国民

の安全・安心の観点からこうした推移を見守る実証的な研究の発展が強く求められる。 

 
(3)  地表沈着量、空間放射線量率の地理的分布と線量率の推移 

１Fから大気中に放出された放射性プルームにより東日本の広域に放射性物質の沈着

が生じた。全般的には１F から 80 km 圏内の地域の汚染が大きかったが、とりわけ原発

から北西方向に沈着量の非常に高い地域が存在する。また、福島県の中通りから栃木県

を通り群馬県に達する、相対的に沈着量が高い細長い領域が存在する。さらに、茨城県

の南部から千葉県の北部にかけての地域、並びに宮城県の北部から岩手県の南部にかけ

ての地域に飛び地的に沈着量が高い地域が存在する。 

事故直後から異なる組織による環境測定がいくつか行われたが、大規模かつ系統的な

沈着量の調査が初めて実施されたのは 2011年６月だった[37]（第１次分布状況調査）。

この調査で広域にわたり観測された放射性核種は 89Sr、90Sr、110mAg、129mTe、131I、134Cs、
137Cs、238Pu、239+240Puと複数存在したが[37]-[41]、この時点で既に空間線量率の 99%は放

射性セシウムによること、また長期被ばくの観点からも放射性セシウムが圧倒的に重要

なことが確認された[37]。129mTe の沈着量から事故直後の 127Te 沈着量を推定する試みや

[42]、129Iの測定により 131Iの沈着量マップを精緻化する取り組みも行われた[43]。異な

る放射性核種の沈着量比を利用し、沈着に寄与した主な原子炉を特定することも試みら

れた[44,45]。137Csの陸地への総沈着量は 2〜2.5 PBq程度と見積もられた。１Fから 80 

km 圏内の土地利用状況別の放射性セシウム沈着量は土地利用面積とほぼ比例し、70%が

森林域に、20%が農地に、5%が建物用地に沈着したと評価された[46]。 
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分布状況調査はその後も継続的に実施され、空間線量率及び沈着量の経時的な変化を

解析する基本的なデータを提供した[47]。また、並行してヘリコプターを利用した航空

機モニタリングも実施された[48]。2011～2016年までの空間線量率マップを参考図５に、

平均空間線量率の減少傾向を参考図６に示す[49]。参考図６では自然ガンマ線からの空

間線量率への寄与は差し引き、セシウムに起因する空間線量率の減少傾向を示している。

分布状況調査による地上の測定は数種類の異なる手法を用いて実施されたが、手法によ

り異なる状況を対象とした測定を行っているため、空間線量率の減少傾向も異なる。

2011 年６月から 2016 年８月の間に、物理半減期により空間線量率は当初の 37%程度ま

で減少したと見積もられる。走行サーベイ[50]で測定した道路上の平均空間線量率は、

物理減衰のみで予想される線量率の 1/3程度に、撹乱のない平坦地における空間線量率

[51]は半分程度に減少した。歩行サーベイ[52]は 2013年に開始されたため 2011年から

の線量率減少比を直接に計算できないが、他の測定との相対的な関係から走行サーベイ

と平坦地測定の間にデータがプロットされると推測される。これらの結果をまとめると、

2016年までに生活圏の環境の空間線量率は、物理減衰に比べて平均でファクター２〜３

程度速く減衰したと判断される[49]。空間線量率の減少の原因は、放射壊変による減衰、

水平及び垂直方向へのセシウムの移行、除染、に大別される。134Csの物理半減期が約２

年と相対的に短いため当初は物理減衰が最も重要な原因だったが、現在では 134Csの存在

比は小さくなり、今後は放射壊変による空間線量率の大きな減少は期待できない。 

放射性セシウムは経時的に地中に浸透している。地中浸透の指標となる実効緩衝重量

深度βeffはこれまでのところ事故後の経過時間にほぼ比例する形で増加している[53]。

Csの地中浸透で土によるガンマ線遮蔽効果が増加し、空間線量率を減少させる原因とな

っている。2016年時点で、地中浸透により空間線量率は平均 25%程度減少したと見積も

られる。地中浸透による空間線量率の減少傾向をチェルノブイリ事故と比べると、福島

での減少傾向は遅い[49]。放射性セシウムは土の微細粒子に強く吸着しているため水平

方向への移行も全般的に小さいと考えられるが、アスファルト等の人工建造物に付着し

た放射性セシウムや耕作が行われた田畑のセシウムは移行しやすいことがわかってお

り、水平方向のセシウムの移行が空間線量率の減少を加速する一因となっていると考え

られる。2011年の時点では、水平方向のセシウムの移行により空間線量率が最大で 30%

程度減少したと考えられる[49]。水平移行の影響は事故直後に特に顕著であった傾向が

見られるため、将来にわたって同じ割合で空間線量率の減少が起こる訳ではないことが

予測される。今後、放射性物質移行研究と相互に検証していく必要がある。 

また、平坦地における空間線量率測定データに関し、除染が行われた地点を含めた場

合と含めない場合を比較した結果、80km圏内における平坦地空間線量率の平均値は、除

染により 20%程度減少したと見積もられた。除染の影響に関してはより詳細な評価が必

要である。空間線量率の減少傾向及びその原因の寄与割合はあくまでも平均値で、状況

に応じて大きく変動する。空間線量率はそこに生活する住民の被ばく線量に関わるため、

その減少傾向を精度良く把握するには、地域毎に解析を行うことが必要である。 

空間線量率の減少傾向を変動させる要因として土地利用状況と人間活動が挙げられ
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る。土地利用状況に関しては、森林で空間線量率の減少が遅いのに対し、都市域では速

く、田畑はその中間にある[54]。これらの傾向は放射性セシウムの環境中での移行のし

やすさで説明される。また、人間活動が空間線量率の減少を加速することを示唆する現

象が複数観測されており[50,55]、人間活動の影響の定量的解析は今後の重要な課題で

ある。 

 
(4)  陸域における環境動態 

降下した放射性物質は、環境中を物質輸送に伴って移行することが知られている。１

F事故後、森林に降下した放射性物質・様々な土地利用の地域における放射性物質の存

在量・移動量の測定が参考図７のように、前述した事故直後の分布状況調査に合わせて

開始され、それらの調査の結果、森林・様々な土地利用での土壌区画からの放射性物質

の河川への移行・水田からの浮遊土砂・渓流水・河川水への移行・さらに、河川水の移

動に伴う放射性物質の運搬に関し成果が得られた。また、２(4)③で述べた新学術研究

をはじめとしたグループ研究や[56]、JAEA、NIES等の研究機関による組織的研究も加わ

り、陸域における放射性物質の挙動の解明は進みつつある。 

森林からの放射性物質の移行は、川俣町のモデル地域における調査によって６年間の

長期モニタリング成果が得られており[57]、特に雨水に伴う移行プロセスについても実

態が明らかになった[58]。また、樹体内への放射性物質の移行については、フランス IRSN

チームによる詳細調査[59]、森林総合研究所による長期モニタリングサイトでの調査

[60]などにより、移行が進んでいる樹種も存在することが明らかになってきた。 

 土壌における放射性物質の下方移動については、土地利用ごとに大きな違いがあり、

特に水田地域で速く[61]、森林地域で遅いことがわかった[62]。水田からの放射性物質

は、代掻き時を中心として一部が河川に流出し、その濃度は、初期に高かった[63]。侵

食による放射性セシウムの損失も土地利用に依存し、特に、草原と森林＜植生農地<裸

地の順に増加した[64]、草原では、侵食率は一般に 0.01%/年を大きく下回ることがわか

っている。放射性物質の下方以降と土壌の侵食・運搬が上述した空間線量率の減少と密

接に関わっており、これらの関連研究が必要とされる。 

移行した放射性物質は、河川へと流下する。森林流域からの放射性物質の移行は、お

もに浮遊砂によってもたらされる[65]。一方、森林における溶存態はリターの溶解に支

配されることがわかってきた[66]。長期的な変化においては、森林における懸濁態セシ

ウム濃度は初期は低かったものの、その低減は遅いことがわかってきている[67]。都市

域の河川では、他の土地利用流域の河川よりもセシウム濃度が高い傾向がある[68]。 

阿武隈川水系の長期モニタリングサイトでは､事故後約１年までの期間に河川水中の

懸濁態セシウム濃度がチェルノブイリ原発事故後を超える速いペースで濃度低下し、事

故後５年目までにプリチャピ川の１/３～１/21になった[69]。また、海洋への放射性セ

シウムの輸送総量は約 12TBqで、およそ流域沈着量の３%程度にあたり、このほぼすべ

て（96.5%）は粒子状で輸送されていた。30地点の長期モニタリングサイトデータの解

析から初期の放射性セシウムの主な発生源は水田、耕作地、市街地であり、ここから全
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放出量の 85%が流出していた[69]。これらの知見が得られた一方、事故直後から３ヶ月

程度の放射性物質の移行や今後の予測については未だ不明な点が多く、これまでのデー

タの取りまとめとともに再解析等によるさらなる研究が必要とされる。 

陸域における農作物については、初期には、放射性物質の直接降下による野菜の汚染

[70]や、その後、転流や経根吸収等により農作物の汚染が生じた[71]。これらの環境汚

染は、事故後、作物への移行に関する調査研究が農林水産省の研究機関や大学などによ

り精力的に行われ、玄米への移行については、土壌中の交換性カリウムの量が十分であ

れば、移行が押さえられること[72]、通常の施肥管理の状態で、玄米への移行は 2011

年では事故前よりもやや高いが、３年目には事故前のレベルに戻っていることが報告さ

れている[73]。林産物については、樹体内部へと放射性物質が移行している状況が確認

されていることから[59]、森林における汚染状況の継続調査が必要とされる。 

こうしたボトムアップ的な取り組みに加え、今後、省庁横断的かつ、学問分野の垣根

を取り払い放射性物質の移行過程の解明とその影響を評価するとともに、得られた成果

のアーカイブをすすめ、国内はもとより国際社会へも発信し、福島の環境回復の様々な

課題の解決に資することが課題となろう。 

 
(5)  海洋における環境動態 

１F事故起源の海洋中の放射性物質は、i)直接海洋への漏洩、ii)大気中に放出された後、

海洋に沈着、iii)大気放出の後、陸面に沈着し、河川から供給、の３つの経路から由来し、

i)と ii)が主要な経路・量を占めるとされる。137Cs 以外の核種も観測されたが、放射能と

しての量も少なく、137Csと比べると環境への影響も小さいことが確認されている。 

海洋への 137Csの直接漏洩量は、海洋モデルと１F近傍の観測データによって推定され

[74]、3-6 PBqの範囲とされる[75]。直接漏洩率は事故直後の 1014 Bq/dayから 109 Bq/day

のオーダーに減少したが、2018 年においても継続している[76,77]。大気から海洋への
137Cs の沈着量は、大気モデルと海洋における観測結果を用い、15-19 PBq と推定された

[75]。沿岸海洋へ供給された 137Csは溶存態として、その分布は沿岸流、中規模渦、黒潮

の海水の動きの影響を強く受けている[78]。第 22 期報告では沿岸海洋モデルの比較も

行われた[6]。また、北太平洋スケールでは、黒潮続流域に沿って東進するとともに、

海洋中層へ沈み込んでいる[79]。137Cs濃度は移流と拡散、放射壊変により低下している

が、今後も観測が可能な放射能濃度レベルである。海洋中の 137Csの一部は堆積物へ移行

し、陸域から供給された粒子態 137Cs も海底へ堆積する。堆積物中の 137Cs の存在量は、

観測結果から 130±60 TBqと見積もられる[80]。堆積物の 137Cs濃度の減少は海水に比べ

て遅く、今後も継続的な観測による減少メカニズムの解明が必要である[81]。また堆積

物中には放射性 Cs が高濃度の不溶性粒子の存在も確認されており、堆積物から海水や

海洋生物への移行を把握する際は、不溶性粒子の役割の把握も重要である[82]。特に事

故初期の高濃度 137Csの海洋生物への移行によって、漁業自粛や出荷制限などの影響が生

じた。海洋生物中の 137Cs 濃度は減少し続けているが、生物種毎の 137Cs の移行及び排出

メカニズムの解明には課題が残されている[83]。 
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今後の過酷事故による海洋放射能汚染への備えとして、１F事故による海洋汚染のモ

デル化による一般化が求められる。その際、海洋は１F事故起源放射性物質の終着点で

あるため、大気及び河川などからの供給経路とともに検討を行う必要がある[84]。 

 

(6)  環境汚染と健康影響 

① 福島県の県民健康調査 
福島県では１F 事故後、県民健康調査を行ってきた。主な内容は i)外部被ばく線量

を見積もるための基本調査、ii)甲状腺の検査、iii)健康診査、など合計５つの調査や検

査が含まれている[85]。i)基本調査では、問診票に記述する方法で事故後の避難行動

や居住地の移動などを調査し、各地の被ばく線量の結果を使って外部被ばく線量を求

めている。ii)の甲状腺の検査では超音波診断装置を使った検査を行いその結果を報告

している[86],[878]。対象者は震災時概ね 18 歳以下の子供である。iii)の健康診査で

は、一般的な健康診断の結果が報告されている 

② 環境汚染調査と被ばく線量評価 
環境汚染調査に関して各分野間の情報交換を行い各分野の研究の進展を図ること

が、本小委員会の役割である。環境汚染調査と健康影響との関連では、環境汚染調査

の結果から求められる被ばく線量評価が重要である。すなわち、被ばく線量と健康影

響との相関を調べることで、放射線の影響があるかどうか判断できる。外部被ばく線

量は、福島県の県民健康調査の中の基本調査で評価されている。例えば、Saitoら[37]

は福島県内地域を２kmメッシュに区分し測定したが、そのデータから評価が可能であ

る。内部被ばく線量については 131Iによる被ばくの評価が必要となるが、IAEAレポー

ト[88],[89]、Shikarev et al.[90],[91]のデータを使えば、甲状腺の内部被ばく線量

評価は可能である。また、３.(2)①②で示したとおり、大気分野の実測、モデル双方

の研究に大きな進展が見られ、３．(2)③で示したとおり、その成果は呼吸経由の内部

被ばくの推計にも活用されつつある。 

③ 他の被ばく事故などでのがんの原因調査 
これまでの放射線の被ばく線量とがんの発症との調査で主なものは、広島･長崎の

被爆者の調査、チェルノブイリでの調査（例えば[92]）、セミパラチンスクでの調査[93]

がある。これらの調査では被ばく線量とがんの発症率との関係を見出し、原因が放射

線による被ばくであると結論した。さらにその相関関係から放射線の被ばくによるリ

スクを解析している。特に広島･長崎の調査で求められたリスクは、放射線防護の主た

るデータとして使われている。 
④ 福島の調査で必要なこと 
しかしながら、福島では放射線が発症の原因であるかどうかの調査はまだ行われて

いない。たとえば、UNSCEARレポート[7]では「福島第一原発事故による被ばく線量は

チェルノブイリ事故後の被ばく線量よりも大幅に低いので、福島第一原発事故による

放射線被ばくに起因する公衆の健康影響の発生率の増加は識別できない可能性が高

い。」と述べているだけであり、IAEA レポート[88]でも支持されている。既存の被ば
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く線量と健康影響のデータ（例えば県民健康調査）だけでもこうした解析はある程度

は可能であり、発生率の増加が識別できないとしても「識別できなかった」という結

論を得ることには大きな意味があると考えられる。 

甲状腺がんについては、統計的解析を行った研究例(Tsuda ら[94])があり、発症率

が有意に高いことを示している。しかしながら、ここで使われた甲状腺の被ばく線量

は古いデータで過大評価されていることが分かっている。また線量の区分が大きい。

さらに観察期間が短い。Ohira ら[95]も発症率と線量の関係解析を行っているが、内

部被ばくではなく外部被ばく線量による地域区分を用いた解析である。そのため、よ

り注意深く被ばく線量（特に甲状腺の 131I による内部被ばく線量）との相関関係があ

るかどうかを調べる必要がある。 

上記②で示したとおり、環境汚染調査分野の研究成果を活用した内部被ばく線量の

評価に大きな進展があり、これを上記①の県民健康調査による個人ごとの甲状腺検査

の結果や避難行動の結果と結びつけることで、疫学的解析の深化が可能な段階にある 

そうした解析を進めることにより、これまでの多くの議論、たとえば、スクリーニ

ング効果による増加であるかどうかなど、に対して答えが出せる可能性がある。これ

まで小児甲状腺がんについて述べたが、放射線影響研究所で行われているように大人

を含めた全ての疾病について解析が必要である。例えば、セミパラチンスクの住民に

ついて被ばく線量と疾病の関係の解析が進行中[96]である。福島についても、プライ

バシーに配慮した形で適正にデータが開示されれば、こうした国際チームによる解析

も可能であろう。海外の専門家を交えた複数のチームが研究を実施することが、市民

の信頼を得るうえでも重要と考えられる。 

(7)  汚染された地域の環境回復と復興に向けた取り組み 

 本報告の主対象は環境汚染の調査と研究であるが、汚染された地域の環境回復や地域

の復興も、学術の社会への貢献という観点で重要なテーマである。第 22 期東日本大震

災復興支援委員会放射能対策分科会の第２の提言[5]においても、５項目の提言の 1 つ

として、「地域復興支援に関する学術的活動の強化」を挙げていた。また、この分野で

は、社会学委員会傘下の分科会の提言[97]をはじめ、原子力災害以外も含む東日本大震

災被災地の復興に関する他の提言が発出されてきたことにも留意すべきである。 

一定レベル以上の汚染を受けた地域では、放射性物質汚染対処特別措置法のもとで、

国及び地方自治体による面的除染が行われてきた。面的除染は、2018 年３月に終了し、

同法のもとでは除染の対象外であった帰還困難区域でも、特定復興拠点での除染が実施

されている。環境汚染調査との関連では、３.(3)で述べた空間線量率の経時的な推移と

被ばく線量の減少に除染の効果がどの程度表れたかが関心の対象となる。 

２.(4)②で言及した環境放射能除染学会は、除染研究や技術発展に関する情報交換や

成果発表の場として設立されたが、その後、「環境放射能とその除染・中間貯蔵及び環

境再生のための学会」と改称し、これは除染で発生した除去土壌や廃棄物の保管・貯蔵、

除染後の地域の再生へと地域のニーズが移行、拡大したことに呼応したものであろう。

また、福島県環境創造センターの調査研究を構成する４部門のうち、除染・廃棄物部門
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と環境創造部門の 2部門が本項目に該当するが、2019年からの第２フェーズでは、環境

動態と環境創造に重きを置く方針が示され、本報告の主対象である環境動態の調査研究

を、環境の回復、創造を通じた復興にどう結び付けるかが今後の課題といえる。 

２.(4)③で触れた政府系の調査研究資金のうち、『大学等の「復興知」を活用した福

島イノベーション・コースト構想促進事業』は、文部科学省と復興庁の事業であり、2019

年度は 18校 28事業が採択されている。環境汚染に関する調査研究が、学術による復興

支援とどのように連携しうるかも今後の重要課題であろう。 

 

 

４ 環境汚染調査に関連する分野の課題と教訓 

(1)  環境汚染に関する情報の収集と蓄積 

① 事故当初からの測定データと蓄積の状況 
 １F 事故当初から、政府・自治体から民間企業、研究者、市民まで様々な人々によ

り多種多様な放射能・放射線測定が行われてきた。政府は、1F事故に係るきめ細かな

モニタリングを実施するため、原子力災害対策本部の下にモニタリング調整会議を設

置して総合モニタリング計画を策定し、本計画に基づき、関係府省、地方公共団体、

原子力事業者等が連携して広範なモニタリングを実施してきた（参考表３、参考表４）

[98]。福島県は、事故後の初動対応から現在のモニタリング体制構築に至る記録[99]

を公表している。測定データの多くはインターネット上に公開され一般から閲覧可能

であり、最初期からボランティアによる集約化の試みがあった[100]。その後、各省庁・

自治体所轄の測定データについては、原子力規制委員会及び原子力研究開発機構によ

ってデータベース化も進んだ[98,101]。但し、当初各自治体サイトに公開された測定

データは、サイト更新によりリンク切れが数多く発生している。これに対し、研究者

による測定データは、基本的に各専門分野での論文や口頭発表により成果として公開

されるが、データそのものの公開例はまだ少ない。論文などの書誌情報は原子力研究

機構による福島原子力事故関連情報アーカイブ(FNAA)[102]により目録化され検索可

能となっている。FNAAは測定データの目録も含み、国立国会図書館のデジタルアーカ

イブ事業 WARP[103]とも連携し、リンク切れサイトも一部閲覧する事ができる。一方、

事故直後から民間や個人による測定も活発に行われ、個人やボランティア団体のブロ

グなどで公開されてきた。これら民間のデータは、測定器や手法が不統一で、測定精

度も必ずしも保証されないが、政府・自治体や研究者がカバー困難な場所での測定に

より「ホットスポット」が見つかる例[104]や、地域での住民自身による食料品測定

[105]や長期定点観測[106]などの貴重な情報を含むことがある。民間、個人の測定デ

ータを収集する公的な枠組みはなく、各個人のサイト維持に拠っている。一般的に、

インターネット上の情報の寿命は２年と言われ、継続的に収集と保全を行わないと情

報が失われる危険性がある。国会図書館の WARPは、政府機関のサイトのみ収集対象と

し、民間・個人のサイトは収集範囲外である。これらの状況を受け、2013年には日本

物理学会・日本アーカイブズ学会の両学会会長連名の声明「民間の測定データを含む
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あらゆるデータの収集とアーカイブ化を」が発出されている[107]。 

 
② 学術会議におけるデータアーカイブ活動 
 日本学術会議では、第一次提言[2]や第七次提言[3]において、環境モニタリングに

ついて一元的かつ継続的な体制の構築や、データベース化して公開すること等を提言

してきた。2015年から、本小委員会下に設けた WG[108]において、研究者、民間・個

人を含む全ての測定データ集約を目指し、メタデータの収集とメタ情報からデータの

所在を検索できるメタデータベース[109]の構築を行ってきた。登録されるメタデータ

情報は，測定日時、場所、測定量などデータ自身に関する情報、データ保有者やデー

タ公開（公開場所、公開手段、公開可否）に関する情報に加え、測定目的やアーカイ

ブ情報（元データ収集状況、他データベースへのリンク等）である。これらの情報か

ら、該当するデータの所在を、政府・自治体、民間・個人、研究者の隔てなく横断的

に検索できる。2019 年 11 月現在、登録されたデータセット数は 593 件、首都圏から

北海道・西日本にわたる 34,310測定地点が登録されている。一方、新学術領域等での

研究者の活動では、大気・陸域・海洋における膨大な測定データと研究成果が創出さ

れ、2019年度より共同利用・共同研究拠点として発足する筑波大学アイソトープ環境

動態研究センターへ引き継がれ、データ doiを付したデータ公開の作業が進んでいる

[110]。 

 
③ 測定試料のアーカイブ問題 
 データのアーカイブと並んで課題となるのが環境試料の取り扱いである。事故直後

から公的機関や研究者個人が様々な環境試料を採取し測定に供した。これらの環境試

料のうち、例えば福島近隣において採取された土壌試料[37]は、福島大学環境放射能

研究所において保管され、貸出しや配布が実施されている。しかしながら、その他の

多くの環境試料は、採取した機関や研究者個人が保管する状況にある。事故から８年

以上が経過し、試料を保有する研究者の退職等により破棄・散逸すれば、将来可能と

なり得る新たな測定手段による有用な情報の損失となるだけでなく、不測の汚染拡散

につながる可能性もある。また、水試料は容量が大きいこと、生体試料などは冷凍保

存の必要があることなど、長期保管に要するコストも考慮する必要があり、試料アー

カイブ機関が必要となろう。 

現在様々な機関等で保管される試料の散逸を防ぐために、将来有用となる可能性の

ある試料の保管体制、及びその保管の判断指標の確立と、不要な試料の回収と廃棄処

分に関する法律・制度の整備が急務である。また、国際的かつ将来世代への責務とし

て、住民の生活に影響の無いような配慮を行なった上で、事故後のモニタリング結果

からみて保全の必要性の高い国有地の一部の自然環境を、将来にわたって保全するこ

との検討を行うべきである。 
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④ 今後の展望と問題点 

 個人・民間含めた測定データの一元的な集約と自由な利用、また恒久的アーカイブ

に向けて、データの著作権移管、関係者の個人情報保護など法律的な問題の整理や、

データ公開に関わる風評被害等の問題点への対処が必要となる。測定地点の粗視化や

非開示期間の設定により、関係者を保護する仕組みが必要である。また、本来データ

ベース作成には登録データの質の保証が前提であるが、全データの発掘・保全が先決

であることや、必要な質の内容は用途により異なることから、悪意ある捏造データを

のぞき質に寄らず全て収集・登録をするべきである。民間・個人測定データの質はま

ちまちでも、住民個人が自ら測定器を用いて放射線測定を行った状況自体に史学的な

意義もあると考えれば、人文社会学的な研究への利用も考えられる。 

これらの活動は今後100年に渡るもので恒久的アーカイブ機関が必要だが、現在は

必ずしも長期的な基盤の保証のない大学機関の活動に頼っている。国会図書館や公文

書館等、公共のアーカイブ機関と連携した長期的体制が必要である。採取試料のアー

カイブについても、試料特有の問題である保管場所や保管コストについて公的な措置

を行い、関係者の保護に配慮しながら試料の自由な利用制度の確立を行うべきである。 

 

(2)  アカデミアと行政機関との連携の重要性 

原子力施設の緊急時における対応は、国、地方公共団体及び原子力事業者が実施する

が、併せて関係する指定公共機関が協力することとなっている。一方、緊急時における

学術機関（特に大学等）の位置づけは定かではなく、行政機関との連携と役割について

検討を要する。ここでは、原子核物理学者のグループの行動が、大学や関連学会との連

携に広がり、文部科学省を動かし実現した 2011年の土壌調査プロジェクト(第１回分布

状況調査)[37]と、分野融合的な連携により立ち上がった放射能環境動態に関する新学

領域術研究[56]を例に、その経緯と課題を整理することで、アカデミアと行政機関との

今後の連携の在り方について検討する。 

① 事故初期の環境汚染状況の把握を目的としたアカデミアの動き 
事故初期の研究者の緊急時の取り組みと行政との関係は、例えば、参考文献[14]の

第 10章に熱気を持って語られている。アカデミアにおける環境汚染状況の把握を目的

とした事故対応の初動は、原子核物理核懇談会の大阪大学のメンバーが中心となり、

地球化学や放射化学も含めた合同検討会が 2011年３月 16日に大阪大学で行われ、前

例のない関連学術団体の連携が図られた。文部科学省でもこれらのボトムアップの活

動に呼応して、土壌調査プロジェクトがスタートした。また、日本地球化学会、日本

地球惑星科学連合、日本放射化学会の連携により大規模な大気測定体制が作られたが、

緊急時の研究費が得られず研究者個人の研究費で始動した。海洋、森林、河川等の分

野も同様の状況で、これらの連携は 2012年の新学術領域研究として予算的サポートが

得られてはじめて、分野横断的な大きな研究の波となった。 

前者はアカデミアのボトムアップが国のプロジェクトとして進められた例で、大規

模な調査やそのデータの責任の所在を明確化する意味で成功例である。後者は学術研
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究としての予算枠での分野横断的研究であり、学術的意義と世界への発信に加え、汚

染の未来予測や環境回復、中立の立場での住民への情報提供という側面で大きな貢献

があった。 

② アカデミアと行政機関の連携のあり方 

上記の活動は事故初期においてアカデミアの活動が有効だった事例だが、一方、学

術的側面では大きな課題を残した。例えば、アカデミアと行政機関が事故直後に連携

し速やかに対応できたならばより貴重なデータが取得できたし、行政の初期の施策に

も有益な情報が得られたと思われる。特に対応の遅れによる 131I データの不足は痛恨

の極みである。また、土壌試料は事故の初期状況等を把握する上で貴重な試料だが、

管理体制上、その利用は特定の事業に参加する研究者に限られた。2019年度から福島

大学環境放射能研究所で管理され、ようやく自由な研究利用が可能な体制となった。 

アカデミアに属する研究者は、もちろん、１F事故のような緊急時には、使命感、社

会貢献、社会・行政からの要請に敏感に呼応するし、そうすべきともいえる。よって、

各研究者が行政機関からの要請に応じて、緊急時対応に専門家として参加することも

あり得る。一方で、緊急時だからこそ、アカデミアとしての独立性、中立性及び自律

的な情報発信を確保し、かつ研究者の自由な発言と発想を担保することが、迅速かつ

適切な対応や、発信される情報の信頼性確保のために必須である。併せて、長期的・

人類的観点から学術の対象としても捉えることも、アカデミアの使命である。さらに

は、アカデミアと行政機関が連携し、それぞれの情報や要請が迅速かつスムースにつ

ながる仕組みと、研究者が長期にコミットできる体制が求められる。そのためには、

緊急時に必要な研究費の仕組みも整備・保障されなければならない。 

なお、原子力規制委員会の設置に伴い、放射線規制の部門が原子力規制庁に集約さ

れた一方、放射線に関する学術的研究は文部科学省の管轄であり、事故時の環境汚染

に関する管轄は必ずしも明確ではない。上述の緊急時におけるアカデミアの対応に関

し両者の役割分担も課題であり、早期に検討を進める必要がある。また、4.(1)で述べ

た 1F事故の試資料や情報のアーカイブ、継続的なモニタリングなどにおいても、管轄の変

更で重要な抜け落ちが生じないよう、留意すべきである。 

 
(3)  放射線教育の重要性 

原子力事故による環境汚染は、影響を受けた当事者はもとより、国民全般の関心事で

あり、さらに関心は国外にも及ぶ。SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

の普及等によって、事故による環境汚染の影響について、公的機関やマスメディア以外

からもさまざまな情報が発信された。この様な状況において様々な情報が錯綜し、国民

の的確な理解が妨げられるような状況もみられた。 

放射線に対する歴史上の経験を考えた場合、我が国は世界で最も充実した教育と人材

育成をすべきである。しかるに、１F 事故で今更ながらに明らかになったのは、社会と

しての放射線やそのデータの扱いに関連した知識の欠如である。放射線は我々の居住空

間に常に存在し、医療･農業を初めとして種々の利用がなされている。しかし、これま



 18 

で系統的な教育が必ずしも十分ではなかった。現状では、今後重大事故が発生した場合、

危険な状況を避ける知識の欠如や、過大な不安感から高リスク行動をとる可能性も懸念

される。現在、科学者の間で同意される放射線の知識を多くの人が共有できれば、この

ような問題は軽減するであろう。事故以降、学校教育では、指導要領や教科書の改定と

教員の努力により放射線教育の充実が図られてはいるが、さらに以下のような施策を関

連学協会から文部科学省等に提案し、早急に実施することが望まれる。 

１．学校教育では、放射線やそのデータの扱いについての基本的な知識を、小、中、高

等学校において系統的にしっかりと取り入れる必要がある。理科教師にも必要に応じス

キルアップの機会が必要で、放射線について最先端の話題を含んだ教育プログラムを教

員研修等に取り入れるなどの方策を講じる。 

２．大学における総合的教育として、環境放射能や放射線の講義を行う。この講義は、

学部･学科によらず全ての学生向けとし、場合によっては社会人にも公開されるとよい。 

３．大学により該当分野の教員が居ない場合や、教員研修等の講師には、関連学協会が

中心となり関連分野の大学教員（退職教員を含む）等を派遣する。 

また、前述の将来にわたる研究のため、一部地域を除染や改変することなく保全すれ

ば、放射線に関する実践的な教育の場としても非常に有効である。チェルノブイリなど

の例に倣い、このエリアを国際共同教育研究拠点として世界の研究者と自治体からなる

体制で運営すれば、教育研究に関して世界に貢献する象徴的な場とできる。 
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５ 報告の総括 

(1)  事故進展解析分野と環境影響解析分野の連携 

事故と環境情報の交流ワーキンググループにおいては、第 23 期、第 24 期に 10 回の

会合を重ね、事故進展解析、環境情報・環境影響解析の双方の専門家が最新の解析結果

を互いに提供し、ヨウ素やセシウムをはじめとする放射性核種の放出時の化学形態、放

出のタイミング、放出の原因となった炉内での事象などについて、情報交換を重ねた。 
放射性物質の放出量の時間変動は、主に環境中での測定結果からの逆解析で推計され

てきたが、短寿命核種については、事故後初期の実測データが極めて限られ、その時間

変化は炉内事象の進展に大きく依存する。環境影響の解析に求められる核種別の放出量

やその化学形態の経時変化の情報を事故進展解析コードのみから得ることは現時点で

は困難だが、環境中で観測された核種構成比や形態の変化の要因を推察するうえでは、

両分野の交流には大きな意義がある。事故時の環境放出の時系列的な解明においては、

炉内事象とともに、格納容器や建屋からの放出経路の解明が重要な課題と考えられる。 
 

(2)  事故からの経過時間に応じた環境動態モデルと環境モニタリングの必要性 

初期内部被ばくの解明、及びその後中長期にわたる汚染の形成の主因となる地表への

乾性・湿性沈着の観点から、大気拡散沈着モデル（ATDM）が重要な役割を果たす。第 22

期の報告[6]以降、ATDM の国際比較がさらに進展し、当時の事象を再現する新たな実測

値も得られてきた。事故から数年以内には、河川、ダム・ため池、河口・沿岸域、海域

などの水系、森林、農地、市街地などの土地・土壌、そこにおける生態系など、環境の

さまざまな構成要素内とそれら相互間での放射性物質の中長期的な環境動態の実測調

査とモデル化が、多くの機関による学際的な調査研究により進展した。さらに、膨大な

環境モニタリングの統計解析と経験式に基づく空間線量率の将来予測を行うモデルの

開発も行われた。これらの成果は UNSCEAR、IAEAなどの国際機関にも提供された。モデ

ルの検証には実測値が不可欠だが、初期の実測値不足を補う事故直後の採取試料からの

当時の汚染分布の再現も進んだ例もある。緊急事態への対応として開始された政府機関

によるモニタリングが縮小傾向にある中、今後とも、中長期的な汚染の推移を評価し、

科学的な事象解明に不可欠な情報を得るためにも、モニタリングの継承が重要な課題で

ある。 

 
(3)  情報の散逸防止のための長期にわたる組織的対応 

空間線量率や放射性核種の環境媒体中濃度など、事故の環境影響に関する測定データ

は、国や地方の行政機関、研究機関などの公的機関が関与した情報は、一元的なアクセ

スが容易となるよう段階的に改善されてきた。一方、大学などの学術研究機関で得られ

た測定データは全体が公開されることは稀で、その一元的な把握は困難である。また、

個人を含むその他の主体により得られた情報の保全は極めて困難となっている。これら

一連の情報のアーカイブの作成が急務だったことから、データ収集の主体や収集・公開

方法等について検討し、メタデータ収集とメタ情報からデータの所在を検索できるメタ
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データベースの構築が行われた。但し、今後、長期にわたり情報の散逸を防ぐためには、

事故の環境影響に係る情報の保管に関し組織的対応を行う恒久的なアーカイブ機関が

必要である。また、国会図書館や公文書館等公共のアーカイブ機関と連携した長期的体

制づくりも必要である。なお、環境試料についても、有用な試料の散逸と汚染の拡大を

防ぐため、将来有用となる可能性のある試料の保管管理（試料保管の判断指標の確立を

含む）と、不要な試料の収集及び処分に関する制度の確立が喫緊の課題である。 

 
(4) アカデミアと行政機関との連携と役割分担 

原子力施設の緊急時に、アカデミアの構成員は、行政機関からの要請に応じて、専門

家として参加することもあり得る。一方、アカデミアとしての独立性、中立性及び自律

的な情報発信を確保し、かつ研究者の自由な発言と発想を担保することは、緊急時にお

ける迅速かつ適切な対応や、発信される情報の信頼性を確保するために重要である。併

せて、長期的・人類的観点から学術の対象としても捉えることも、アカデミアの使命で

ある。アカデミアと行政機関の連携を確保し情報や要請が迅速かつスムースにつながる

仕組みと、研究者が長期にコミットできる体制や、緊急時の研究費の整備が求められる。 
 

(5)  放射線教育の重要性 

今回の事故で明らかになったのは、社会としての放射線に関連した知識の欠如である。

放射線の知識を広めることは国の重要な役割であり、放射線に関する系統的な教育を学

校教育の中に定着させることや、大学の総合教育として、学部･学科によらず全ての学

生が履修できる環境放射線について学ぶ講義を行うことが必要である。このような施策

を実現するべく、関連学協会から文部科学省等に具体案を提案することが求められる。 
 
(6)  研究の進展の全貌把握、横断的解析と当事国としての環境汚染調査報告の必要性 

事故後比較的早期に複数の事故調査報告がなされたが、事故による環境汚染に関して

は、原子力規制行政の再編後も政府側では一元的な動きがみられない状況があった。こ

のため、第 22期東日本大震災復興支援委員会放射能対策分科会の提言[5]では、事故に

よる環境影響について、分野横断的、府省横断的な取り組みの必要を指摘し、原子力規

制行政支援に対応する新たな学術的枠組みにも言及していた。競争的研究資金によるも

のも含め関係府省、各分野の調査研究が進展し、横断的な学際研究も展開され、これら

の一連の調査研究において多くの成果が得られた。しかし、分野が多岐にわたることも

あり、全貌の把握は容易ではない。それゆえ横断的な解析も十分には進んでいない。 

事故後 10 年という区切りの時期を迎えるにあたり、本報告自身も、その一助となる

役割を担うことを企図したものであり、また、一部の課題については、事故後 10 年を

目途とする国際機関による報告書の作成が進行中だが、事故の環境影響の全貌が把握で

き、さらに包括的かつ緻密な報告を事故の当事国としてまとめておくことが課題である。

さらに、長期にわたる環境汚染調査や実際に放射線のあるフィールドで研修を行うこと

を可能とすべく、一部地域では環境の改変を実施しないことを提案する。 
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＜参考資料１＞第 24期の小委員会の開催経過と分科会における本報告に関する審議経過 

 

平成 30年 

５月７日 原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（第１回） 

役員の選出、前期の活動報告、今期の活動計画、WG設置について 

９月４日 原子力安全に関する分科会（第５回） 

       環境汚染調査小委員会の活動報告、WGを含む委員構成の確認 

平成 31年 

２月 12日 原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（第２回） 

「報告」など、24期に意思の表出を目指す方針について審議 

４月 11日 原子力安全に関する分科会（第８回） 

              環境汚染調査小委員会の活動成果を「報告」にまとめる方針を支持 

令和元年 

   ７月 11日 原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（第３回） 

意思の表出を「報告」とすることの決定、骨子作成方針の検討 

７月 24日 原子力安全に関する分科会（第９回） 

骨子作成方針の提示、環境汚染調査に関する報告の作成承認    

  11月 26日 原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（第４回） 

        「報告」案の内容審議 

12月２日  原子力安全に関する分科会（第 11回） 

小委員会報告案の審議・承認 

令和２年 

   ５月 14日 日本学術会議幹事会（第 290回） 

報告「東京電力福島第一原子力発電所事故による環境汚染の調査研究

の進展と課題」について承認 
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＜参考資料２＞本文中の主な略語、専門用語 

 ATDM：Atmospheric Transportation, Dispersion and Deposition Model 大気移流拡

散沈着モデル 

 doi：Digital Object Identifierの頭文字で、コンテンツの電子データに付与される

国際的な識別子。 

 FP：Fission Product 核分裂生成物；核分裂によって生じた核種及びそれからの一連

の放射性崩壊によって生じる核種の総称。137Cs、131Iなど大部分が放射性核種で、壊変

を数度繰り返して安定化するものが多い。 

 IAEA：International Atomic Energy Agency国際原子力機関 国連機関の１つ。本部

はオーストリアのウイーン。 

 PCV：Primary Containment Vessel 格納容器；原子炉、１次冷却設備、およびその関

連設備を格納する気密な容器。１次冷却材喪失事故時等に圧力障壁となり、かつ放射

性物質放出・拡散に対する障壁を形成するもので、鋼製、プレストレスコンクリート

製のものがある。 

 Phébus FP プロジェクト：1988 年に設立され、1993 年から 2004 年にかけて仏 

Cadarache 原子力センターの Phébus 実験炉を用いて実施された大規模 FP 放出・移

行実験 

 RPV：Reactor Pressure Vessel 原子炉圧力容器；原子炉の炉心、炉内構造物、1 次

冷却材等を収納する高圧容器。BWR（沸騰水型原子炉）では 1 次系の圧力 6.7MPa に耐

えることが要求され、厚さ約 14cmの高張力鋼製で、内面の接水部はステンレス鋼の表

面処理が施されている 

 SAMPSON コード：エネルギー総合工学研究所所有のシビアアクシデント解析コード。

原子炉スクラムから格納容器破損までの諸現象をユーザ入力による調整係数なしで機

構論的に解析。結果に対する物理現象の説明性を有するのが特徴。 

 UNSCEAR：United Nations Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation 

原子放射線の影響に関する国連科学委員会 

 WSPEEDI：Worldwide version of System for Prediction of Environmental Emergency 

Dose Information 緊急時環境線量情報予測システム世界版；SPEEDIは、原子力施設

の重大事故に際して環境中に多量の放射性物質が放出された時の災害対策として、日

本原子力研究所を中心に気象研究所などの協力を得て開発された、大気中の輸送・拡

散・沈着とその後の放射線量や被ばく線量など環境や一般公衆への影響予測を迅速に

行うための計算システムの名称。ATDM（前述）に放射線量率計算モジュールが連結さ

れている。数値気象データに基づき、地形を考慮した３次元気象場を求め、大気中に

放出された放射性物質の大気中濃度、空間線量率の予測値を計算する。 

 イメージングプレート（imaging plate）：IPとも呼ばれる。輝尽性発光体という特殊

な蛍光体をプラスチックフィルム上に添付したもの。Ｘ線、電子線、中性子などの放

射線を高感度で検知し、２次元のデジタル画像が得られる。 

 インベントリ（inventory）：原語は財産目録、資産台帳、在庫、一覧表など幅広い意
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味を持ち、分野に応じて固有の意味で用いられる。本報告では、事故炉の炉心に残さ

れた放射性物質の種類・量を意味する。 

 ウェザリング（weathering）：原語は風化（作用）を意味する。環境中では、風雨、日

射、高温・低温などの諸条件の変動にさらされることから、風化プロセスが生ずる 

 逆解析：入力（原因）から出力（結果、観測）を求める問題を順問題と呼び、その逆

に出力から入力を推定する問題や入出力の関係性を推定する問題を逆問題と呼ぶが、

逆問題の計算手法を逆解析と呼ぶ。 

 交換性カリウム：カリウムは植物肥料の三要素のひとつで、土壌中で「交換性カリウ

ム」、「固定カリウム」、「一次鉱物中のカリウム」の３つの形態をとる。「交換性カリウ

ム」は粘土の陽イオン交換サイトに吸着したカリウムイオン（K+）のことで、植物が

吸収できる形態を指す。 

 実効重量緩衝深度：放射性核種が土壌に沈着してから一定時間が経過した後の濃度の

深さ分布を表す変数。放射能濃度が地表面の 1/e（≒1/2.7）となる重量深度のこと。 

 シビアアクシデント（SA Severe Accident）過酷事故：深層防護第４層に対応する事

象（事故）。設計基準事象を大幅に超えた事象により、既設の工学安全設備では制御し

きれない状態となり、炉心の重大な損傷に至る事象。炉心損傷事故ともいう。 

 スクリーニング効果：スクリーニングとは、潜伏期間に病気を発見するための検査を

いう。幅広く検査を行うと、無症状で無自覚な病気や有所見が高い頻度で見つかるこ

とを指す。 

 セミパラチンスク：カザフスタン北東の州にある地名（1990年代後半セメイに改称）。

1949年８月 29日のソ連最初の原爆実験から 1990年 10月 19日まで，467回の核実験

が核実験場で行われた。これは、旧ソ連の核実験 714回の約 65%にあたる。 

 ソースターム（source term）：環境汚染のおそれのある物質を取り扱う施設で事故・

故障等が発生した場合に、施設外部に放出される可能性のある汚染物質の種類、量、

物理的・化学的形態、とくに排出率の時間的推移。 

 走行サーベイ：モニタリング車等で、移動しながら空間ガンマ線量率を連続して測定

すること。 

 多重障壁：原子力発電所では、事故時に備え工学的安全設備を設けると共に、原子炉

容器、格納容器などの５重の物理的障壁（多重防護壁）で放射性物質を閉じ込める。

これに対し、深層防護とは、異常事象を５層にランク付けし、設計基準内事象は第１

－３層として対応すること。設計基準外は第４層（シビアアクシデント）として放射

能の放出最小化対応、第５層では緊急時計画として周辺住民の放射性物質による影響

最小化対応を求めている。 

 デジタルアーカイブ：和製英語であるが、博物館・美術館・公文書館や図書館の収蔵

品を始め有形・無形の文化資源（文化資材・文化的財）等をデジタル化して記録保存

を行うことを指す。デジタル化によって、文化資源等の公開や、ネットワーク等を通

じた利用も容易となる。 

 バルク分離法：バルク（bulk）の原語には、「ひとまとめにする」、「一括する」という
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意味があり、ここでは類似の性質をもつシリカガラス主体の不溶性セシウム微粒子を

一括して分離する手法を意味する。 

 ベント（vent）：圧力抑制操作の１つで、原子炉格納容器の中の圧力が高くなり、冷却

注水ができなくなったり格納容器が破損したりするのを避けるため、放射性物質を含

む気体の一部を外部に排出させて圧力を下げる緊急措置。 

 放射性プルーム：プルーム(plume)の元の語義は「羽毛」。大気中に放出された物質が、

煙、雲のように流れていく現象。 

 歩行サーベイ：モニタリング車などが入り込めない生活環境や森林環境などで、空間

ガンマ線量率を歩いて測定し、データを収集する手法のこと。 

 メタデータ（metadata）：データについてのデータ。データそのものではなく、そのデ

ータを表す属性や関連する情報を記述したデータ。 

 

（出典：原子力辞典、日本原子力学会事故調査報告書、原子力百科事典 ATOMICA、Weblio

辞書、コトバンクをもとに編集） 
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＜参考資料３＞環境汚染調査に関する資料、図表 

 

1.  東電福島第⼀原発事故関連の研究や放射線教育に対する競争的外部資金 

〇東電福島第一原発事故に関連した研究に対する競争的外部資金 
 

文部科学省 

①学術研究活動支援事業:大学等の「復興知」を活用した福島イノベーション・コース

ト構想促進事業（H30〜）（放射線影響との関連があるもの） 

②科学研究費助成事業新学術領域研究（研究領域提案型）:福島原発事故により放出さ

れた放射性核種の環境動態に関する学際的研究（H24〜H28） 

③共同利用・共同研究拠点:放射能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点（H31

〜R3） 

 

環境省 

④原子力災害影響調査等事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）（H24〜H29） 

放射線健康管理・健康不安対策事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）（H30〜） 

 

○東電福島第一原発事故後の放射線教育推進に対する競争的外部資金（大学教育以上） 

 

文部科学省 

⑤国際原子力人材育成イニシアティブ事業（Ｈ23以降の採択課題） 

⑥課題解決型高度医療人材養成プログラム（放射線災害を含む放射線健康リスクに関す

る領域）（H28〜R2） 

 

原子力規制委員会 

⑦原子力人材育成等推進事業費補助金（H28〜29） 

⑧放射線安全規制研究戦略的推進事業費（健全な放射線防護実現のためのアイソトープ

総合センターをベースとした放射線教育と安全管理ネットワーク）（H29〜R3） 

 
［出典］神田玲子：国際教育研究拠点について～放射線研究分野から見た現状と課題，福

島浜通り地域の国際教育研究拠点に関する有識者会議（第３回）資料 2-5，令和元年 9 月

19 日開催，2019. 
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2. 福島事故による環境汚染関連の研究発表が行われてきた主な国内学会 
日本原子力学会、日本保健物理学会、アイソトープ・放射線研究発表会、日本放射線

影響学会、日本放射線安全管理学会、環境放射能研究会、環境放射能除染学会、日本放

射化学会、JpGU（日本地球惑星科学連合） 
 

3. 学会誌、論文誌等における主な特集 
特集「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う土壌調査に関する文部科学省大規模調査

プロジェクトに関する資料」, RADIOISOTOPES，2013, VOL. 62，No.10 
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/radioisotopes/62/10/_contents/-char/ja 

 
Journal of Environmental Radioactivity の分布状況調査関係の特集号 

 Saito K, Onda Y, Hisamatsu S. (Edt.), SPECAL ISSUE: Japanese national projects on 
large-scale environmental monitoring and mapping in Fukushima Volume 1. Journal of 
Environmental Radioactivity, 139: 240-434, 2015. 

 Saito K, Onda Y, Hisamatsu S. (Edt.), SPECAL ISSUE: Japanese national projects on 
large-scale environmental monitoring and mapping in Fukushima Volume 2. Journal of 
Environmental Radioactivity,166: 417-474, 2016. 

 Saito K, Onda Y, Hisamatsu S. (Edt.), SPECAL ISSUE: Five years of Fukushima. Journal of 
Environmental Radioactivity, 210, 2019. 
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参考表 1 日本学術会議による東日本大震災、原発事故関連の主な提言（第 21～22期） 
［出典］日本学術会議ホームページ「提言・報告等」から抽出して作成 

期 発出日 担当委員会・分科会名 提言の表題

21 2011/3/25 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第一次緊急提言

21 2011/4/4 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第二次緊急提言「福島第一原子力発電所事故後の放射線量調査の必要性について」

21 2011/4/5 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第三次緊急提言　「東日本大震災被災者救援・被災地域復興のために」

21 2011/4/5 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第四次緊急提言　「震災廃棄物対策と環境影響防止に関する緊急提言」

21 2011/4/13 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第五次緊急提言　「福島第一原子力発電所事故対策等へのロボット技術の活用について」

21 2011/4/15 東日本大震災対策委員会 東日本大震災に対応する第六次緊急提言 「救済・支援・復興に男女共同参画の視点を」

21 2011/6/8 東日本大震災対策委員会・被災地域の復興グランド・デザイン分科会 東日本大震災被災地域の復興に向けて-復興の目標と７つの原則-

21 2011/6/24 東日本大震災対策委員会・エネルギー政策の選択肢分科会 日本の未来のエネルギー政策の選択に向けて-電力供給源に係る６つのシナリオ-

21 2011/8/3 東日本大震災対策委員会 第七次緊急提言「広範囲にわたる放射性物質の挙動の科学的調査と解明について」

21 2011/9/21 東日本大震災対策委員会・第一部 3.11 以降の新しい日本社会を考える分科会 東日本大震災復興における就業支援と産業再生支援

21 2011/9/27 東日本大震災対策委員会・臨床医学委員会出生・発達分科会 東日本大震災とその後の原発事故の影響から子どもを守るために

21 2011/9/30 東日本大震災対策委員会・被災地域の復興グランド・デザイン分科会 東日本大震災被災地域の復興に向けて―復興の目標と７つの原則（第二次提言）―

21 2011/9/30 東日本大震災対策委員会・食料科学委員会水産学分科会 東日本大震災から新時代の水産業の復興へ

22 2012/4/9 東日本大震災復興支援委員会 学術からの提言―今、復興の力強い歩みを―

22 2012/4/9 東日本大震災復興支援委員会 災害廃棄物の広域処理のあり方について

22 2012/4/9 東日本大震災復興支援委員会 災害に強いまちづくり分科会 二度と津波犠牲者を出さないまちづくり―東北の自然を生かした復興を世界に発信―

22 2012/4/9 東日本大震災復興支援委員会 産業振興・就業支援分科会 被災地の求職者支援と復興法人創設―被災者に寄り添う産業振興・就業支援を―

22 2012/4/9 東日本大震災復興支援委員会 放射能対策分科会 放射能対策の新たな一歩を踏み出すために―事実の科学的探索に基づく行動を―

22 2012/12/5 環境学委員会環境政策・環境計画分科会 「ひと」と「コミュニティ」の力を生かした復興まちづくりのプラットフォーム形成の緊急提言

22 2012/12/5 環境学委員会環境政策・環境計画分科会  いのちを育む安全な沿岸域形成の早期実現に向けた災害廃棄物施策・多重防御施策・生物多様性施策の統合化の緊急提言

22 2013/1/31 地球惑星科学委員会 地質地盤情報の共有化に向けて－安全・安心な社会構築のための地質地盤情報に関する法整備－ 

22 2013/3/28 東日本大震災に係る学術調査検討委員会 東日本大震災に係る学術調査―課題と今後について―

22 2013/5/2 社会学委員会社会福祉学分科会 災害に対する社会福祉の役割―東日本大震災への対応を含めて―

22 2013/6/27 社会学委員会東日本大震災の被害構造と日本社会の再建の道を探る分科会 原発災害からの回復と復興のために必要な課題と取り組み態勢についての提言

22 2013/9/6 東日本大震災復興支援委員会福島復興支援分科会 原子力災害に伴う食と農の「風評」問題対策としての検査態勢の体系化に関する緊急提言

22 2014/3/31 臨床医学委員会 放射線・臨床検査分科会 緊急被ばく医療に対応できるアイソトープ内用療法拠点の整備

22 2014/4/23
東日本大震災復興支援委員会災害に強いまちづくり分科会
環境学委員会環境政策・環境計画分科会

いのちを育む安全な沿岸域の形成に向けた海岸林の再生に関する提言

22 2014/6/10 食料科学委員会水産学分科会 東日本大震災から新時代の水産業の復興へ（第二次提言）

22 2014/6/13 総合工学委員会原子力事故対応分科会 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓

22 2014/8/20 環境学委員会環境政策・環境計画分科会 震災復興原則を踏まえた環境政策・環境計画の新たな展開

22 2014/8/25 農学委員会土壌科学分科会 放射能汚染地における除染の推進について～現実を直視した科学的な除染を～

22 2014/9/4 健康・生活科学委員会・環境学委員会環境リスク分科会 環境リスクの視点からの原発事故を伴った巨大広域災害発生時の備え

22 2014/9/4 臨床医学委員会放射線防護・リスクマネジメント分科会 医学教育における必修化をはじめとする放射線の健康リスク科学教育の充実

22 2014/9/11 第一部福島原発災害後の科学と社会のあり方を問う分科会 科学と社会のよりよい関係に向けて―福島原発災害後の信頼喪失を踏まえて―

22 2014/9/16 東日本大震災復興支援委員会 産業振興・就業支援分科会 被災者に寄り添い続ける就業支援・産業振興を

22 2014/9/19 東日本大震災復興支援委員会 放射能対策分科会 復興に向けた長期的な放射能対策のために－学術専門家を交えた省庁横断的な放射能対策の必要性－

22 2014/9/22 東日本大震災復興支援委員会 災害に対するレジリエンスの構築分科会 災害に対するレジリエンスの向上に向けて

22 2014/9/25 社会学委員会東日本大震災の被害構造と日本社会の再建の道を探る分科会 東日本大震災からの復興政策の改善についての提言

22 2014/9/30 東日本大震災復興支援委員会福島復興支援分科会 東京電力福島第一原子力発電所事故による長期避難者の暮らしと住まいの再建に関する提言

22 2014/9/30 地球惑星科学委員会地球・人間圏分科会 東日本大震災を教訓とした安全安心で持続可能な社会の形成に向けて

22 2014/9/30 地球惑星科学委員会 これからの地球惑星科学と社会の関わり方について－東北地方太平洋沖地震・津波・放射性物質拡散問題からの教訓－  
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参考表 2 科学研究費の審査区分における放射線・放射能関連の分野 
［出典］日本学術振興会科学研究費助成事業平成 30年度審査区分表をもとに、区分名、キ

ーワードに「放射」という語を含む区分を抽出して作成 
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参考表３ 総合モニタリング計画に沿った主要モニタリング一覧 
 

実施項目 内容 対象地域 担当機関

福島県全域の環境一般
のモニタリング

・空間線量率、積算線量の様々な手法による測定
（モニタリングポスト, サーベイメータ, 航空機, 走
行, 等）
・大気浮遊塵、月間降下物、上水の測定
・土壌沈着量、土壌中濃度の測定
・指標植物の濃度測定
・データのマップ化と公開

・福島県及び近隣県
・80 km 圏内
・生活圏
・避難指示区域

原子力規制委員会、原
子力災害対策本部、福
島県、事業者等

水環境のモニタリング

・河川、湖沼等における水質、底質、環境試料中の濃
度測定
・海水浴場の海水中の濃度測定、空間線量率測定
・地下水、井戸水中の濃度測定

・福島県及び近隣県
環境省、福島県

海域モニタリング
・海水・海底土の濃度測定
・海洋生物の濃度測定

・近傍海域
・沿岸海域
・沖合海域
・外洋海域
・東京湾

原子力規制委員会、水
産庁、国土交通省、海
上保安庁、環境省、福
島県、事業者等

学校等のモニタリング
・校庭等の空間線量率の測定と公開
・プール水中の濃度測定
・給食の食材中の濃度測定

・福島県内の幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、保育所、公
園、公的施設
・児童福祉施設等

原子力規制委員会、文
部科学省、福島県、地
方公共団体等

港湾、空港、公園、下
水道等のモニタリング

・港湾、空港、都市公園等の空間線量率の測定
・下水汚泥中の濃度測定

・東北・関東の港湾
・主要空港
・福島県内の都市公園、観光地
・関係地方公共団体の下水汚泥

国土交通省、福島県、
地方公共団体等

野生動植物、廃棄物、
除去土壌等のモニタリ
ング

・野生動植物の採取・分析
・廃棄物処理施設等の排ガス・排水中の濃度測定、
敷地境界における空間線量率等の測定を実施

・福島県及び近隣県
環境省、福島県、地方
公共団体、事業者等

農地土壌、林野、牧草
等のモニタリング

・農地土壌中の濃度及び移行特性の調査
・森林土壌、樹木及び木材中の濃度測定
・牧草中の濃度測定
・溜池等の濃度測定

・福島県、関係県
農林水産省、林野庁、
地方公共団体

水道のモニタリング
・浄水及び原水の検査
・水源別の水道水における濃度測 定

・関係都県
・福島県

厚生労働省、原子力災
害対策本部、地方公共
団体等

食品のモニタリング
・食品中の濃度測定
・食品摂取を通じた被ばく線量の推定

・福島県を含む各地

厚生労働省、原子力災
害対策本部、農林水産
省、水産庁、福島県、
地方公共団体等

全国的な環境一般のモ
ニタリング

・モニタリングポストにおける空間線量率の測定とイ
ンターネットによるリアルタイム公開
・月間降下物（月に１回）、上水（年に１回）の濃度
測定
・航空機モニタリング

・各都道府県
・近隣県で空間線量率が比較的
高い地域

原子力規制委員会、地
方公共団体等
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参考表４ 放射性物質等分布状況調査と航空機モニタリングの実施概要 
放射性物質等分布状況調査

実施時期 内容 主な対象地域 実施機関 委託元

 2011/6-2011/11

・土壌沈着量測定
(試料採取・分析)
・定点空間線量率測定
・走行サーベイ
・環境移行調査
・農地土壌調査
・マップ作成と公開

100km圏内及び福島県全域

日本原子力研究開発機構, 大阪大
学, 京都大学, 筑波大学,東京大
学, 放射線医学総合研究所, 日本
分析センター, 電気事業連合会,
日本地図センター, 他（120以上
の機関から700名以上が参加）

文部科学省

 2011/12-2015/3

・土壌沈着量測定
(In situ 測定, 試料分析)
・深度分布測定
・定点空間線量率測定
・走行サーベイ
・環境移行調査・モデル化
・マップ作成と公開
・予測モデル開発

80 km 圏内
東日本広域
(２次調査、走行)
3-5 km (無人ヘリ)

日本原子力研究開発機構, 放射線
医学総合研究所, 京都大学, 約
200市区町村, 日本分析センター,
原子力安全技術センター, 放射線
計測協会, 理化学研究所,フラン
ス放射線防護原子力安全研究所
（IRSN）,  筑波大学, 東京電力,
国立環境研究所, 大阪大学, 東京
大学, 学習院大学, 広島大学, 金
沢大学, 名古屋大学, 東京工業大
学, 千葉大学, 茨城大学, 福島大
学, 農業環境技術研究所, 日本地
図センター

文部科学省
原子力規制委員会
(2013,2014年度)

 2015/4-2020/3

・土壌沈着量測定
(In situ 測定, 試料分析)
・深度分布測定
・定点空間線量率測定
・走行サーベイ
・無人ヘリサーベイ
・歩行サーベイ
・マップ作成と公開
・予測モデル開発

80 km 圏内
東日本広域(走行)
5 km 圏内(無人ヘリ)

日本原子力研究開発機構, 約70市
町村,日本分析センター, 原子力
安全技術センター, 放射線計測協
会, 国立環境研究所, 日本地図セ
ンター

原子力規制委員会

航空機モニタリング

実施時期 内容 対象地域 実施機関 委託元

 2011/4

・ヘリコプター及び航空機によるモ
ニタリング
・地上 1 m 空間線量率及び放射性
セシウム沈着量への換算
・マップ作成と公開

80 km 圏内
原子力安全技術センター, 米国エ
ネルギー省（DOE）

　文部科学省

 2011/5-2013/3

・ヘリコプターによるモニタリング
・地上 1 m 空間線量率及び放射性
セシウム沈着量への換算
・マップ作成と公開

概ね100 km 圏内
80 km 圏内
東日本、西日本、北海道
警戒区域及び計画的避難
区域
(時期により地域を変更）

日本原子力研究開発機構、原子力
安全技術センター、日本分析セン
ター

文部科学省

 2013/4-2020/3
・ヘリコプターによるモニタリング
・地上 １m 空間線量率への換算
・マップ作成と公開

80 km 圏内
東日本

日本原子力研究開発機構 原子力規制委員会
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発生源 放出・拡散
原子力機構

国環研、気象研，電中
研、JAMSTEC、大学

汚染水の浸透
原子力機構

放出・拡散
原子力機構
JAMSTEC

気象研、電中研

作業員の被曝
放医研

大気 沈着

国環研

沈着
原子力機構
JAMSTEC

気象研、電中研

沈着
文科省 (→規制庁）
農研機構,農環研

原子力機構
大学，福島県

沈着
文科省 (→規制庁）
農研機構,農環研

森林総研
大学（筑波大他）

福島県

沈着

文科省 (→規
制庁）

原子力機構

沈着
農環研

農研機構
福島県

呼吸・外被ばく
放医研
国環研

再浮遊（飛散） 河川・湖沼・
地下水

漏洩・移行・蓄積
地下水漏洩
東京電力

原子力機構
大学（筑波大他）

環境省

灌漑
農研機構
農環研

大学（筑波大他）

移行・蓄積
福島県
放医研

国立保健医療科学院
大学（筑波大他）

飲用・外被ばく

（含レジャー＆作業環
境）

福島県、文科省（→
規制庁）
放医研

再浮遊（飛散）

特にトリチウム

汽水・海水混入
文科省 (→規制庁）

環境省

海洋 移行・蓄積
水産研
福島県
放医研

大学（海洋大他）

呼吸・外被ばく・飲用

（含レジャー＆作業環
境）

放医研

再浮遊
（飛散、燃焼、花粉）

原子力機構
文科省 (→規制庁）

気象研、大学
農研機構・農環研

侵食・流出
文科省 (→規制庁）
大学（筑波大他）

環境省，
原子力機構

国環研、農環研

陸上環境
（動・植物・農地

・牧草地）

除染・廃棄
環境省
国環研

移行・蓄積
農研機構、農環研

福島県
大学（筑波大他）

放医研

呼吸・外被ばく

（含レジャー＆作業環
境）

放医研
国環研

再浮遊
（飛散、燃焼、花粉）
文科省 (→規制庁）

大学（茨城大・東工大
等)・森林総研

侵食・流出
文科省 (→規制庁）
大学（筑波大他）、

森林総研・国環研・
原子力機構

流出・落葉；林内雨
農環研

農研機構
森林総研

陸上環境
（森林）

除染・廃棄
国環研
環境省

原子力機構

移行・蓄積
大学（筑波大他）

森林総研、福島県
放医研

呼吸・外被ばく
（レジャー,作業環境）

放医研
国環研

再浮遊
（飛散、燃焼）

国環研

流出
国環研

原子力機構
大学(東大他）

流出
環境省

陸上環境
（市街地、処理

施設）

呼吸・外被ばく
（含通勤・通学先）

再浮遊（燃焼）
国環研

給餌・廃棄
農環研
福島県
国環研

廃棄

国環研

食品・餌 ・飲料水 食事
放医研 国環研

国立保健医療科学院

国立医薬品食品衛生
研究所

人の被ばく

領域間の放射性物質移行研究 (現在までの主な研究主体）

各セルにおいて，時計回りに
領域間の移行を記述

1

4

5

4
3

7

6  

参考図 1 環境汚染調査研究の対象、主な主体、本報告の主対象の関係 

［出典］日本学術会議東日本大震災復興支援委員会の 2014年 9月の提言[5]に掲載された

ものを再掲し、本報告第 3 章の各節（〇囲み番号）が主にとりあげる対象を示した。 

フランス IRSN*)による放射性物質の移行のマトリクス図を基に、我が国における放射性物質移

行の環境動態研究の状況について、放射性物質の移行の因果関係を時計回りに記載したもの。 
例えば、対角セルの右上側では、1 行 2 列は発生源から大気への放出、2 行 5 列は大気から陸

上への沈着、5 行 8 列は農地から食品への移行、8 行 9 列は食品摂取による内部被ばくを表す。

対角セルの左下側では、7 行 4 列は陸地から海洋への流出、4 行 2 列は海洋から大気への蒸発

を表す。 
 

*) IRSN (2011) SYMBIOSE : A Simulation Platform for Performing Radiological Risk Assessments． 
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解析全体制御モジュール(ACM)

原子炉冷却系FP 挙動解析
(FPTA)

燃料からのFP 放出解析
(FPRA)

圧力容器内熱流動解析
(THA)

原子炉発熱解析
(FRHA)

炉心下部プレナムでの
燃料デブリ冷却解析

(DCA)

燃料デブリーコンクリート
相互作用解析 (DCRA)

燃料デブリ移行解析
(DSA1)

格納容器内熱流動解析
(CVPA)

格納容器内FP 挙動解析
(FPTA)

溶融炉心変形解析
(MCRA)

・蒸気の凝縮/吸着
・蒸気の化学吸着
・エアロゾル形成

・燃料からの放出
・崩壊熱

（沈着機構）
・拡散
・重力沈降
・拡散泳動
・熱泳動

参考図２ SA解析コードSAMPSONの概要

熱流動解析
燃料デブリ形成解析

その他の演算ブロック

 
［出典］ 参考文献(22)の Fig. 1の和訳。SAMPSONコード構成要素の主要機能を図示。 

 

参考図 3  1号機からの環境放出量 
- SA 解析コード SAMPSON の結果と WSPEEDI 評価値との比較 – 

 
［出典］「事故と環境情報の交流」ワーキンググループ第 24 期 第 1 回会合資料 24 期 1-1「事故時

格納容器内の FP 挙動解析－1 号機 SAMPSON 解析の現状」から抜粋。SAMPSON コードで計

算した 1 号機からのFP 放出量の掲示変化を示したもの。 
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参考図５ 福島原発から 80 km 半径内の空間線量率分布の経時変化 

航空機モニタリングの結果と地上における平坦地測定の結果を単純な方法で合成した。 

［出典］Saito et al.(2019)[47]に掲載された図を一部改編 

 

参考図 4 事故後初期の主要なプルームの通過経路 
［出典］Nakajima et al.(2017)[26] Fig. 15 
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参考図６ 福島原発から 80 km 半径内の平均空間線量率の経時変化 

自然ガンマ線による空間線量率を差し引き、放射性セシウムによる空間線量率の減少傾向

を示した。 
［出典］Saito et al.(2019)[47]に掲載された図を一部改編 

 

 
 

参考図７ 陸域における放射性物質移行調査の模式図 

［出典］科学研究費「福島原発事故により放出された放射性核種の環境動態に関する学際

的研究」説明資料 
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